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第１章 災害対策のための体制の確立 
 

項 目 実施担当 

第１節 地震発生時における組織動員の概要 各部各班 

第２節 組織体制 各部各班 

第３節 動員体制 各部各班 

第４節 参集途上の活動 各部各班 

第５節 人員の確保等 要員班、各部各班 

 

第１節 地震発生時における組織動員の概要 

実施担当 各部各班 

 

計画方針 

・震度４の地震が発生した場合または南海トラフ臨時情報が発表された場合、

被害情報の収集など災害応急対策（二次災害の予防対策を含む）を実施す

るために、危機管理監を長とする災害警戒体制をとる。 

・震度５弱以上の地震が発生した場合、市長は自らを本部長として「香芝市災

害対策本部」を設置して職員の動員配備を行い、活動体制を確立する。 

・職員は、休日夜間等の勤務時間外に地震が発生した場合、参集指令を待つこ

となく、発生した地震の震度に応じて、自主的に所属の勤務場所若しくはあら

かじめ指定した場所に参集する。（自主参集） 
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■発生震度別体制 

 

震度４  震度５弱  震度５強以上 

南海トラフ地震 

臨時情報の発表 
    

↓     

災害警戒体制 

（警戒配備） 

 災害対策本部 

（１号動員） 
 

災害対策本部 

（２号動員） 

↓  ↓  ↓ 

被害情報等の収集  被害情報等の収集  被害情報等の収集 

↓  ↓  ↓ 

被害が発生  
市内各地に被害が発生 

大規模な被害が発生 
 

局地的な被害の場合は

１号動員に移行 

被害がない場合は 

体制を維持し、 

情報収集等を継続 

 
被害がない場合は 

災害警戒体制に移行 
 

被害がない場合は 

災害警戒体制に移行 

 

 

１．災害警戒体制 

災害対策本部を設置するに至らない地震が発生した場合や南海トラフ地震臨時情報が発表

された場合、または応急対策の必要が生じた場合は、危機管理監を長とする災害警戒体制をと

り、災害対策本部に準じた体制をもって対処する。 

 

２．災害対策本部 

災害対策基本法第 23 条の２に基づき、市長は災害対策本部を設置し、災害応急対策（二

次災害の予防対策を含む）を実施する。 

災害対策本部は、市長が本部長となり、職員を統括して災害応急対策（二次災害の予防対

策を含む）を実施する。 

 

３．勤務時間外 

勤務時間外に地震が発生した場合は、自主参集とする。 

参集後は、設置された体制に準じて活動を開始する。 
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第２節 組織体制 

実施担当 各部各班 

 

計画方針 
・地震による災害の発生または発生のおそれがある場合に迅速に対応できるよ

う、各段階に応じた組織体制の構築を図る。 

 

１．災害警戒体制（警戒配備） 

（１）設置基準 

ア．市域に震度４の地震が発生した場合 

イ．南海トラフ地震臨時情報が発表された場合 

ウ．その他、市長が必要と認めた場合 

 

（２）廃止基準 

ア．市長が、災害応急対策（二次災害の予防対策を含む）がおおむね終了したと認めた場合 

イ．調査の結果、災害対策本部の設置により災害応急対策（二次災害の予防対策を含む）

を実施する方が望ましい震災規模であると市長が認めた場合 

 

（３）組織及び運営 

災害警戒体制の組織、運営については、別に定めた災害対策本部組織及び所掌事務に

準じる。 

 

（４）設置及び廃止の通知 

市長は、災害警戒体制を設置または廃止した場合は、各部にその旨を通知する。 

 

（５）職務・権限の代行 

災害警戒体制の長は危機管理監が当たり、危機管理監が不在の場合には、防災担当課

長が代行する。 

 

２．災害対策本部（１号動員、２号動員） 

（１）設置基準 

ア．市域に震度５弱以上の地震が発生した場合 
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イ．その他、市長が必要と認めた場合 

 

（２）廃止基準 

ア．本部長が、市域において災害応急対策（二次災害の予防対策を含む）がおおむね終了し

たと認めた場合 

イ．調査の結果、市域に大きな被害がないと本部長が認めた場合には、必要に応じて、被害

状況に即した体制（災害警戒体制、１号動員）に移行する。 

 

（３）組織及び運営 

ア．本部の組織 

災害対策本部の組織、運営については、別に定めた災害対策本部組織及び所掌事務

に基づく。 

本部においては、本部長、副本部長及び本部員で構成する災害対策本部会議を開催し、

災害応急対策（二次災害の予防対策を含む）に関する重要事項について協議し、災害応

急対策活動実施時の指令を行う。 

なお、災害対策本部の事務局は、総合調整部本部班（防災担当課）が担当する。また、

本部班は、情報収集部要員班（人事担当課）と連携し、必要に応じて人員の増強や再編

等による事務局機能の強化を図るものとする。 

イ．災害対策本部会議 

災害対策本部会議（以下、本部会議という。）は、災害応急対策（二次災害の予防対策

を含む）に関する重要事項を協議し、実施の指令を行うため、本部長が必要に応じて招集

する。 

ただし、本部長は、極めて緊急を要し、本部会議を招集するいとまがない場合は、副本部

長または一部の本部員との協議をもってこれに代える。 

なお、本部会議の事務局は、総合調整部本部班（危機管理課）が担当する。 

 

■災害対策本部会議の構成及び協議事項 

本
部
会
議
の
構
成 

職 名 構 成 員 

本 部 長 市長 

副本部長 副市長、教育長、危機管理監 

本 部 員 

部長級の職員 

防災担当課長 

その他本部長が指名する者 
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本
部
会
議
に
お
け
る
協
議
事
項 

・災害応急対策（二次災害の予防対策を含む）の基本方針に関すること。 

・動員配備体制に関すること。 

・各部各班間の調整事項に関すること。 

・避難指示、緊急安全確保及び警戒区域の設定に関すること。 

・自衛隊災害派遺依頼に関すること。 

・他市町村への応援要請に関すること。 

・国、県及び関係機関との連絡調整に関すること。 

・災害救助法適用要請に関すること。 

・激甚災害の指定の要請に関すること。 

・その他災害応急対策（二次災害の予防対策を含む）の実施及び調整に関するこ

と。 

 

（４）設置及び廃止の通知 

本部長は、災害対策本部を設置または廃止した場合は、各部、知事、報道機関、市民等に

その旨を通知する。 

 

（５）設置場所 

災害対策本部は、市役所２階大会議室に設置する。 

ただし、当該施設が使用不能と判断される場合、または震災の規模その他の状況により応

急対策の推進を図る必要がある場合は、市長の判断により、会議室棟第６会議室、ふたかみ

文化センター等の市有施設に設置する。 

この場合、各部、知事、関係機関、報道機関等には、電話等によって周知徹底を図る。 

 

（６）職務・権限の代行 

災害対策本部の本部長は市長が当たり、市長が不在の場合には、副市長、教育長、危機

管理監の順位で代行する。 

また、本部員である部長等は、被災等により参集できない場合の代行者として、部長等が

部等に所属する課長級以上の職にある者のうちから指名し、指名された代行者は本部員で

ある部長等の参集が可能となるまでの間、市本部の指示や計画に基づく応急対策について

職員を指揮する等、本部員としての職務を代行する。 

 

（７）対策の実施 

各部は、それぞれの組織を整備し、本部の決定に基づき災害対策活動を実施する。 

本部から各部各班へ決定事項が迅速かつ的確に伝わるよう、各部の部長は、災害対策本

部に集合する。 
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（８）現地災害対策本部の設置 

本部長は、災害応急対策（二次災害の予防対策を含む）を局地的または特定地域におい

て重点的に実施する必要がある場合、現地災害対策本部を設置する。 

現地災害対策本部は、本部長が指示する活動内容に応じて必要な人材を確保し、弾力的

に構成する。 

 

３．勤務時間外（自主参集） 

勤務時間外に、市域で震度４以上の地震が発生した場合、職員は、各自が担当する動員基

準に準じて、速やかに自主参集を行う。 

 

＜資料編＞ 

資料１－１ 香芝市災害対策本部組織表 

資料１－２ 香芝市災害対策本部所掌事務表 
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第３節 動員体制 

実施担当 各部各班 

 

計画方針 

・地震による災害の発生または発生のおそれがある場合に、各職員が各段階に

応じた参集及び各種災害対応などを迅速に実施できるよう動員基準を定め

る。 

 

１．動員基準 

ア．市域に震度４（気象庁発表）の地震が発生した場合、または南海トラフ地震臨時情報が

発表された場合は災害警戒体制における動員とする。 

イ．市域に震度５弱（気象庁発表）の地震が発生した場合は、あらかじめ指定された職員を動

員する。 

ウ．市域に震度５強以上（気象庁発表）の地震が発生した場合は、全職員の動員とする。 

 

体 制 動員区分 動員基準 動員内容 

災害警戒 

体 制 
警戒配備 

・市域で震度４の地震が発生

した場合 

・南海トラフ地震臨時情報が

発表された場合 

災害対策本部設置以前の体制

として状況に応じて速やかに災害

対策本部を設置できる体制とする。 

災害対策 

本 部 

１号動員 

（指定職員） 

・市域で震度５弱の地震が発

生した場合 

地震により局地的な被害が発生

した場合に、あらかじめ指定された

各部各班の職員をもって直ちに活

動を行うことができる体制とする。 

２号動員 
・市域で震度５強以上の地

震が発生した場合 

大規模な震災が発生した場合

は、各部各班の全員をもって直ちに

完全な活動を行うことができる体

制とする。 

 

２．勤務時間内における動員体制 

（１）連絡方法 

各部への連絡は、総合調整部本部班が庁内放送または電話等によって行う。 
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（２）活動体制への移行 

平常時の勤務体制から、各班を編制して、直ちに災害応急活動時の動員体制に切り替え

る。 

 

３．勤務時間外における動員体制 

（１）参集方法 

職員は、自らラジオ、テレビ、インターネット等によって地震情報を収集し、動員基準に定める

震度の地震を確認した場合は、動員配備該当職員は、連絡がなくとも直ちに参集する。 

なお、参集手段は、原則として徒歩、自転車及びバイクによるものとし、自動車で参集する

場合は、通行が可能かどうかを判断したうえで参集する。 

 

（２）参集場所 

職員の参集場所は、特に定められた場合を除き、日常業務の勤務場所とする。 

ただし、居住地に不在の場合や出張中等の場合で、交通途絶等のため勤務場所に参集

困難な場合は、その旨を所属班長に連絡を取り指示を受ける。 

 

（３）動員状況の報告及び連絡 

ア．すべての職員は参集後、所属班長に参集を報告する。 

イ．班長は、参集職員の氏名、参集時刻、参集免除者等の班員参集状況を部長に報告すると

ともに、参集状況を情報収集部要員班へも報告する。 

ウ．総合調整部本部班は、防災活動を実施するため職員を動員した場合は、その状況を速や

かに県に報告する。 
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第４節 参集途上の活動 

実施担当 各部各班 

 

計画方針 
・参集時に得られる災害情報の収集や被災者の救助・救護活動努めるととも

に、参集後、適切な方法により報告を行う。 

 

１．参集途上の活動 

職員は、参集場所に参集する場合、その途上において情報収集活動等、以下の事項に十分

留意して参集する。 

 

ア．被災状況等の情報収集 

参集途上の職員は、被災状況等の概況把握を行い、参集場所に参集後直ちに「応急被

災状況報告書」（資料編 資料３－１）を作成し、所属班長を通じて情報収集部情報収集

整理班に報告する。 

（ア）道路交通施設の被害状況、道路の渋滞状況 

（イ）鉄道施設の被害状況及び運行状況 

（ウ）建築物等の倒壊等被災状況 

（エ）河川、ため池等の被災状況及び水位の状況 

（オ）崖崩れ等の土砂災害の状況 

（カ）火災発生状況 

（キ）被災者・避難者の状況 

（ク）その他必要な状況 

イ．被災者の救助・救護活動 

参集途上の職員は参集優先を基本とするが、人命救助を必要とする被災現場に遭遇し

た場合は、香芝警察署、奈良県広域消防組合に通報するとともに、状況に応じた救助・救

護活動を行う。 

 

２．参集後の活動 

各部各班の長は、直ちに参集職員の確認及び調整を行い、地震発生直後の活動体制を整

備するとともに、災害対策本部等の設置の準備を行う。 

 

ア．関係機関との連絡 

総合調整部本部班は、通信手段を確保し、県、自衛隊、その他防災関係機関との連絡

をとり、地震情報の収集や協力・応援体制の確保を行う。 
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イ．被害情報の収集・集約 

情報収集部情報収集整理班は、迅速かつ的確に災害応急対策（二次災害の予防対策

を含む）活動が実施できるよう、職員の参集途上における被害状況報告や市民、自治会等

からの被害情報を収集・集約する。 

ウ．緊急輸送体制の確保 

建設部調査復旧班は、車両の確保を行うとともに、あらかじめ市が緊急輸送道路として

指定している道路の被害状況調査や交通規制のための準備を行う。 

エ．救急医療体制の確保 

救援部救援班は、医療機関と連絡をとり重傷者搬送先病院を確保するとともに、医療救

護班の要員の確保や医療救護所の開設準備等、医療救護活動のための体制を整備する。 

オ．生活必需品等の確保 

市民部市民班及び救援部救援班は、備蓄している食糧や生活必需品等の点検を行う

とともに、災害時における物資の援助や調達に関する協定を結んでいる関係機関と連絡を

とり、被災者への食糧や生活必需品等の配布準備を行う。 

カ．飲料水の確保 

上下水道部上水道班は、上水道施設の被害状況を調査するとともに、被災者への給水

活動のための準備を行う。 

 

３．指定避難所開設の準備 

指定避難所の開設を行う場合、避難部避難所班は、速やかに定められた指定避難所へ向か

い、指定避難所の開設のための準備を行う。 

 

ア．被害状況調査 

小・中学校等の指定避難所として選定されている施設の被害状況調査を行うとともに、

周辺地域の被害情報を把握し、避難者の実態把握に努める。 

イ．避難者の受入れ準備 

避難してきた市民が冷静に避難行動を行えるように、避難者の受入れ準備を行う。 

 

４．消防組合・消防部における活動 

奈良県広域消防組合及び消防部は、被災者の人命救助や火災の処理を行う。 
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第５節 人員の確保等 

実施担当 要員班、各部各班 

 

計画方針 
・他の部・班により、応援に回ることができるよう、情報収集部要員班は、被害の

状況や程度によって、臨機応変に人員調整を行う。 

 

１．人員確保 

各部長は、各班の防災活動の遂行において、現状の人員で対応し難いと判断される場合に

は、部内で人員調整をし、なおかつ応援が必要な場合は、情報収集部要員班に要請する。 

この場合、情報収集部要員班は、速やかに可能な範囲において、応援要員の派遣を行う。 

 

２．平常業務の機能確保 

全職員が動員の配備体制下では、震災発生から時間経過とともに、平常業務の機能を確保

していく必要があるため、これらの業務機能の確保については、総合調整部本部班と協議のうえ、

市民サービス部門等から優先して平常業務を確保していく。 

 

３．動員対象から除外する職員 

次に掲げるいずれかに該当する職員は、非常招集を免除する。 

これに該当する職員は、速やかに災害対策本部に連絡し、以後の指示を受ける。 

ただし、参集を妨げる事態が収束でき次第、直ちに参集しなければならない。 

 

ア．職員自身が震災発生時に療養中または震災の発生により傷病の程度が重傷である場合 

イ．親族に死亡者または重傷の傷病者が発生し、当該職員が付き添う必要がある場合 

ウ．自宅から火災が発生し、または周辺で火災が発生し、延焼するおそれがある場合 

エ．同居する家族に高齢者、障がい者、乳幼児等があり、当該職員の介護や保護がなければ、

その者の最低限の生活が維持できない場合 

オ．当該職員が居住する自宅が全壊、半壊等の被害を受けた場合 

カ．その他の事情により特に所属班長がやむを得ないと認めた場合 

なお、勤務時間内における発災時の業務遂行免除事由は、上記と同様とする。 

 

４．職員の健康管理等 

応急復旧活動が長期間にわたる場合は、職員の体調変化等に留意する必要がある。 
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このため、メンタルケアを含めた健康管理の実施、家族とのコミュニケーションの確保、女性職

員への配慮、自転車等による通勤手段の確保等、必要な対策を行う。 

 

＜資料編＞ 

資料１－３ 香芝市災害対策本部動員表 
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第２章 災害発生時等の活動 
 

項 目 実施担当 

第１節 地震情報の収集・伝達 情報収集整理班、本部班、各部各班 

第２節 災害広報・広聴対策 情報収集整理班、被害調査班 

第３節 広域応援等の要請・受入れ 本部班、要員班 

第４節 自衛隊災害派遣の要請要求・受入れ 本部班、関係各部各班 

第５節 避難誘導 本部班、避難所班、救援班、消防部、警

察、自主防災組織、地元自治会役員、施

設管理者 

第６節 要配慮者の支援 救援班 

第７節 指定避難所の開設・運営 避難所班、本部班 

第８節 救助・救急活動 消防部、警察 

第９節 医療救護活動 救援班、消防部、本部班 

第 10 節 二次災害の防止 調査復旧班、情報収集整理班、本部班、

総務班、避難所班、上水道班、下水道班、

施設管理者、警察 

第 11 節 緊急輸送活動 調査復旧班、本部班、総務班、道路管理

者 

第 12 節 交通規制 調査復旧班、本部班、情報収集整理班、

道路管理者、警察 

第 13 節 災害救助法の適用 本部班 

第 14 節 支援・受援体制の整備 本部班、要員班、関係各部各班 

第 15 節 交通の安全確保 調査復旧班、情報収集整理班、本部班、

施設管理者、警察 

第 16 節 帰宅困難者対策 情報収集整理班、救援班、市民班、避難

所班 

第 17 節 大規模消火対策 消防部 

第 18 節 市が自ら管理等を行う施設等に関す

る対策 

関係各部各班 
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第１節 地震情報の収集・伝達 

実施担当 情報収集整理班、本部班、各部各班 

 

計画方針 
・災害情報（被害状況、避難状況等）の迅速・的確な把握に努めるとともに、把

握した情報は速やかに県に報告する。 

 

１．地震に関する情報の種類 

地震に関する情報の種類及びその内容は次のとおりである。 

なお、南海トラフ地震に関連する情報については、第６編 南海トラフ地震防災対策推進計画

の第２章 南海トラフ地震臨時情報に記載する。 

 

種 類 発表官署 発表基準と内容 

緊急地震速報 気象庁 

地震波が2点以上の地震観測点で観測され、最大震

度が 5 弱以上または最大長周期地震動階級が 3 以上

と予想された場合に発表。 

警報は、地震の発生時刻、発生場所（震源）の推定

値、地震発生場所の震央地名・強い揺れ（震度 5 弱以

上または長周期地震動階級 3 以上）が予想される地域

及び震度 4 が予想される地域名を発表。 

警報のうち、震度 6 弱以上または長周期地震動階級

4 の大きさの地震動が予想される場合を「特別警報」に

位置付けている。 

震度速報 気象庁 

震度 3 以上で発表。 

地震発生から約 1 分半後に、震度 3 以上を観測した

地域名と地震の揺れの検知時刻を速報。 

震源に関する 

情報 
気象庁 

震度 3 以上で発表。 

「津波の心配がない」または「若干の海面変動がある

かもしれないが被害の心配はない」旨を付加して、地震

の発生場所(震源)やその規模(マグニチュード)を発表。 

震源・震度情報 気象庁 

震度１以上、津波警報・注意報発表または若干の海

面変動が予想された時、緊急地震速報（警報）発表時

に発表。 

地震の発生場所(震源)やその規模(マグニチュード)、

震度 1以上を観測した地点と観測した震度を発表。それ

に加えて、震度 3 以上を観測した地域名と市町村ごとの

観測した震度を発表。 

震度 5 弱以上と考えられる地域で、震度を入手してい

ない地点がある場合は、その市町村・地点名を発表。 
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種 類 発表官署 発表基準と内容 

長周期地震動に 

関する観測情報 
気象庁 

震度 1 以上を観測した地震のうち、長周期地震動階

級 1 以上を観測した場合に発表。 

地域ごとの震度の最大値・長周期地震動階級の最大

値のほか、個別の観測点ごとに、長周期地震動階級や

長周期地震動の周期別階級等を発表。（地震発生から

10 分後程度で 1 回発表） 

その他の情報 気象庁 

顕著な地震の震源要素を更新した場合や地震が多

発した場合などに発表。 

顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地震が多

発した場合の震度 1 以上を観測した地震回数情報等を

発表。 

推計震度分布図 気象庁 

震度 5 弱以上で発表。 

観測した各地の震度データをもとに、250ｍ四方ごと

に推計した震度（震度４以上）を図情報として発表。 

奈良県震度情報 

ネットワーク 

システムの震度 

奈良県 

奈良県震度情報ネットワークシステムの各震度計は震

度１以上で震度を観測し、県防災統括室に送信される。 

県防災統括室では、この震度情報を震度１以上で奈

良地方気象台に、震度３以上で県内市町村及び消防本

部に、震度４以上で消防庁、県警警備２課、陸上自衛隊

第４施設団に通知する。 
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２．地震情報の伝達系統 

地震情報の伝達系統については次のとおりである。 

 

■地震情報の伝達系統 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※（県防）：県防災行政通信ネットワーク 

  （専用）：専用線または専用無線 

 

３．地震情報の伝達機関における措置 

地震情報を受けた場合、直ちに庁内各部、出先機関に通知する。 

各部、出先機関にあっては、通知を待つのみでなく、積極的に関係機関と情報交換を行うとと

もに、ラジオ、テレビ、インターネット等にも注意し、的確な情報収集に留意しなければならない。 

 

４．異常現象発見措置 

地震発生後に、堤防からの漏水や、地割れ等、被害が発生するおそれがある異常現象を発見

気
象
庁
・
大
阪
管
区
気
象
台 

奈
良
地
方
気
象
台 

市 
 

民 

香
芝
市
・
奈
良
県
広
域
消
防
組
合 

奈良県 

防災統括室 

震度情報ネットワーク震度観測市町村 

消防庁 

関係機関 

（専用） （専用） 

奈良県警 

警備課 
香芝警察署 

交 番 

駐在所 

（専用） （専用） 

ＮＨＫ奈良放送局 
（専用） （テレビ・ラジオ） 

（県防） 

（県防） 
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した者は、遅滞なくその旨を市長、施設管理者、警察官または消防職（団）員に通報する。 

通報を受けた者は、その旨を速やかに市長に、また市長は、県及び香芝警察署、奈良県広域

消防組合、奈良地方気象台等の関係機関に通報するとともに、市民に対してその危険性を周知

徹底する。 

 

５．地震被害に関する情報の収集・伝達系統 

市内に地震が発生した場合に、その震災に係わる各種情報を、市、市民及び関係機関に速

やかに伝達する。 

 

各部各班による 

被 害 状 況 調 査 
 関 係 機 関  

自治会 

市民 等 

 

 

情 報 収 集 部 

情 報 収 集 整 理 班 

被害情報の伝達 

総 合 調 整 部 

本 部 班 

被害情報の報告 

災害対策本部会議 

応急対策の指示 

国 県 

関係機関 等 

報告 総 合 調 整 部 

本 部 班 

人員の調整 情 報 収 集 部 

要 員 班 

応急対策活動の要請 

 

情 報 収 集 部 

情 報 収 集 整 理 班 

 総務部総務班 総務部被害調査班 

市民部環境班 救援部救援班 

建設部調査復旧班 避難部避難所班 

上下水道部上水道班 上下水道部下水道班 

消防部（香芝消防署、香芝市消防団） 

広報  

市 民   自治会 

避難所      等 
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６．被害状況の把握 

迅速かつ的確な応急対策活動の実施に必要な被害概要について、地震発生後、早期に把

握するとともに、関係機関、市民等の協力を得て詳細な被害状況を把握する。 

また、各地域の状況を把握するため、各地域に連絡要員となる職員を派遣し、地域の自主防

災組織等の状況把握や支援を行う。 

なお、行方不明者の数については、捜索・救助体制の検討等に必要な情報であるため、市は、

住民登録の有無にかかわらず、市の区域内で行方不明となった者について、県警察等関係機

関の協力に基づき、正確な情報の収集に努めるとともに、行方不明者として把握した者が、他の

市町村に住民登録を行っていることが判明した場合には、当該登録地の市町村または都道府

県（外国人のうち、旅行者など住民登録の対象外の者は直接または必要に応じ外務省を通じ

て在京大使館等）に連絡する。 

 

（１）被害状況の把握 

ア．実施担当 

各部各班は、事務分掌に基づき被害状況を把握し、情報収集部情報収集整理班に報

告する。 

なお、勤務時間外の場合は、出勤途上の情報も把握する。 

イ．把握する内容 

（ア）人的被害の発生状況 

（イ）建物被害（全壊、大規模半壊、中規模半壊、半壊、準半壊、準半壊に至らない（一部損

壊）、全焼、半焼）の状況 

（ウ）火災・土砂災害等の二次災害の発生状況、危険性 

（エ）避難の状況、市民の動向 

（オ）道路交通の状況 

（カ）ライフラインの被害状況、供給等の停止状況 

（キ）その他災害の拡大防止措置上必要な状況 

ウ．把握の手段 

（ア）防災行政無線を用いる。 

（イ）電話、携帯電話・スマートフォン、ファクシミリ等を用いる。 

（ウ）市が所有する車両の乗り合い利用、職員のバイク・自転車の借り上げ、徒歩等によって

行う。 

 

（２）被害概況の集約 

情報収集部情報収集整理班は、各部各班からの報告に基づき、次の被害概況を取りまと

める。 
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ア．人的被害 

死者、行方不明者、負傷者の状況 

イ．建物被害 

全壊、大規模半壊、中規模半壊、半壊、準半壊、準半壊に至らない（一部損壊）、全焼、

半焼の状況 

ウ．公共土木施設等の被害 

（ア）道路、橋りょうの状況 

（イ）河川、水路、ため池の状況 

（ウ）土砂災害の状況 

（エ）道路交通、公共交通機関の状況 

（オ）ライフラインの状況 

エ．その他 

（ア）消火・人命救助活動の状況 

（イ）医療活動の状況 

（ウ）避難指示、警戒区域の設定状況 

（エ）その他必要な情報 

 

７．詳細被害状況の把握 

（１）把握する内容及び実務担当 

各部各班は、震災発生後速やかに、市内全域について自己の班に属する被害状況の把握

を行う。 

 

把握する内容 実施担当 

人 的 被 害 
死者、行方不明者の状況 情報収集部情報収集整理班 

負傷者の状況 情報収集部情報収集整理班 

住 家 被 害 

全壊、大規模半壊、中規模半壊、 

半壊、全焼、準半壊、準半壊に至らない

（一部損壊）、半焼の状況 

総務部被害調査班 

非 住 家 被 害 
公共建物（官公署庁舎等） 総務部総務班 

その他（倉庫、車庫等） 総務部被害調査班 

 

 

 

そ の 他 被 害 

 

 

田畑の被害状況 建設部調査復旧班 

文教施設の被害状況 避難部避難所班 

医療機関の被害状況 救援部救援班 

道路、橋りょうの被害状況 建設部調査復旧班 

河川、水路、ため池の被害状況 建設部調査復旧班 

山地災害危険地区等の被害状況 建設部調査復旧班 
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把握する内容 実施担当 

 

 

そ の 他 被 害 

上水道施設の被害状況 上下水道部上水道班 

下水道施設の被害状況 上下水道部下水道班 

ごみ焼却施設等の被害状況 市民部環境班 

火葬場の被害状況 市民部環境班 

電気、ガス、電話、鉄道の被害状況 情報収集部情報収集整理班 

 

（２）調査方法 

被害状況の調査方法は、２人１組で外観目視により行う。 

また、被害状況を専門的に把握するために必要と認められる場合は、部内で調整のうえ、

他班の協力によって調査を行う。 

 

（３）罹災状況、被害金額の把握 

現地調査により把握した被害状況に基づき、自己の班に属する罹災状況と被害金額を把

握する。 

 

把握する内容 実施担当 

罹 災 状 況 罹災世帯数、罹災者数 情報収集部情報収集整理班 

被 害 金 額 

公共文教施設の被害金額 避難部避難所班 

その他公共施設の被害金額 総務部総務班 

農林水産業施設の被害金額 建設部調査復旧班 

公共土木施設の被害金額 建設部調査復旧班 

農林、商工の被害金額 建設部調査復旧班、市民部市民班 

 

（４）被害状況の報告 

現地調査により把握した被害状況、罹災状況及び被害金額を「被害状況調査報告書（別

紙様式）」（資料編 資料３－３）にとりまとめ、情報収集部情報収集整理班に報告する。 

なお、自己の班に属さない被害であっても、緊急の報告を受けた場合は、速やかに情報収

集部情報収集整理班へ報告する。 

 

（５）被害状況等の判定 

被害状況等の判定は、下記の災害救助法の適用基準に該当する程度のものとする。 
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被害項目 認定基準 

人
的
被
害 

死   者 
当該災害が原因で死亡し、死体を確認した者、または死体を確認することが

できないが死亡したことが確実な者とする。 

行方不明者 当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのある者とする。 

負 傷 者 

（ 重 傷 者 ） 

（ 軽 傷 者 ） 

災害のため負傷し、医師の治療を受け、または受ける必要のある者のうち、

「重傷者」とは１月以上の治療を要する見込みの者とし、「軽傷者」とは、１月未

満で治療できる見込みの者とする。 

住
家
の
被
害 

住   家 
現実に居住のため使用している建物をいい、社会通念上の住家であるかどう

かを問わない。 

世   帯 生計を一つにしている実際の生活単位をいう。 

全   壊 

（ 全   焼 ） 

( 全 流 出 ) 

住家がその居住のための基本的機能を喪失したもの、すなわち、住家全部が

倒壊、埋没、焼失したもの、または住家の損壊が甚だしく、補修により元通りに再

使用することが困難なもので、具体的には、住家の損壊、焼失若しくは流出した

部分の床面積がその住家の延床面積の 70％以上に達した程度のもの、または

住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、そ

の住家の損害割合が 50％以上に達した程度のものとする。 

大規模半壊 

居住する住宅が半壊し、構造耐力上主要な部分の補修を含む大規模な補修

を行わなければ当該住宅に居住することが困難なもので、具体的には、損壊部

分がその住家の延床面積の 50％以上 70％未満のもの、または住家の主要な

構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の損害

割合が 40％以上 50％未満のものとする。 

中規模半壊 

居住する住宅が半壊し、居室の壁、床または天井のいずれかの室内に面する

部分の過半の補修を含む相当規模の補修を行わなければ当該住宅に居住す

ることが困難なもので、具体的には、損壊部分がその住家の延床面積の 30％

以上 50％未満のもの、または住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全

体に占める損害割合で表し、その住家の損害割合が 30％以上 40％未満のも

のとする。 

半   壊 

（ 半   焼 ） 

住家がその居住のための基本的機能の一部を喪失したもの、すなわち、住家

の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもので、具体的

には、損壊部分がその住家の延床面積の 20％以上 30％未満のもの、または住

家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その

住家の損害割合が 20％以上 30％未満のものとする。 

準 半 壊 

住家が半壊または半焼に準ずる程度の損傷を受けたもので、具体的には、損

壊部分がその住家の延床面積の 10％以上 20％未満のもの、または住家の主

要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、その住家の

損害割合が 10％以上 20％未満のものとする。 

準 半 壊 に 

至 ら な い 

（一部損壊） 

住家の主要な構成要素の経済的被害を住家全体に占める損害割合で表し、

その住家の損害割合が 10％未満のものとする。 

床 上 浸 水 

上記の全壊～半壊、全半焼、流出に該当しない場合であって、浸水がその住

家の床上以上に達した程度のもの、または土砂、竹木等の堆積等により、一時

的に居住することができない状態になったものをいう。 

床 下 浸 水 浸水がその住家の床上以上に達しない程度のものをいう。 
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被害項目 認定基準 

非住家の被害 

非住家（住家以外の建物）のうち、全壊、半壊程度の被害を受けたもの。な

お、官公署、学校、病院、公民館、神社、仏閣等は非住家とする。 

ただし、これらの施設に常時、人が居住している場合には、当該部分は住家と

する。 

「公共建物」とは、例えば、役場庁舎、公民館、公立保育所等の公用または公

共の用に供する建物とする。「その他」とは、公共建物以外の倉庫、土蔵、車庫等

の建物とする。 

 

注）住戸被害戸数については「独立した家庭生活を営むことができるように建築された建物ま

たは完全に区画された建物の一部」を戸の単位として算定する。 

損壊とは、住家が被災により損傷、劣化、傾斜等何らかの変化を生じることにより、補修しな

ければ元の機能を復元し得ない状況に至ったものをいう。 

主要な構成要素とは、住家の構成要素のうち造作等を除いたものであって、住家の一部と

して固定された設備を含む。 

全壊、半壊は、被害認定基準による。 

大規模半壊及び中規模半壊は、「被災者生活再建支援法の一部を改正する法律の施行

について（令和 2 年 12 月 4 日付け府政防第 1746 号内閣府政策統括官（防災担当）通

知）」による。 

準半壊は、「災害救助事務取扱要領（令和 2 年 3 月 30 日付け内閣府政策統括官（防

災担当））」による。 

 

被害項目 報告基準 

そ
の
他
の
被
害 

田
畑
の
被
害 

流失 

埋没 
耕土が流出し、または砂利等のたい積のため耕作が不能となったもの 

冠水 植付け作物の先端が見えなくなる程度に水につかったもの 

文教施設 
小学校、中学校、高等学校、大学、高等専門学校、盲学校、ろう学校、養護学校及

び幼稚園における教育の用に供する施設をいう。 

道   路 

「道路」とは、道路法第２条第１項に規定する道路のうち、橋りょうを除いたものとす

る。 

「道路決壊」とは、高速自動車道、一般国道、都道府県及び市町村道の一部が損

壊し、車両の通行が不能となった程度の被害をいう。 

橋 り ょ う 

「橋りょう」とは、道路を連結するために河川、運河等の上に架橋された橋とする。 

「橋りょう流失」とは、橋りょうの一部または全部が流失し、車両の通行が不能と

なった程度の被害をいう。 

河  川 

「河川」とは、河川法が適用され、若しくは準用される河川若しくはその他の河川ま

たはこれらのものの維持管理上必要な堤防、護岸、水利、床止その他の施設若しく

は沿岸を保全するために防護を必要とする川岸とする。 

「堤防決壊」とは、河川法にいう１級河川及び２級河川の堤防、あるいはため池の

堤防が決壊し、復旧工事を要する程度の被害をいう。 

砂  防 

「砂防」とは、砂防法第１条に規定する砂防施設及び同法第３条の規定によって同

法が準用される砂防のための施設または同法第３条の２の規定によって同法が準

用される天然の河岸とする。 
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被害項目 報告基準 

清掃施設 「清掃施設」とは、ごみ処理及びし尿処理施設とする。 

鉄  道 「鉄道不通」とは、汽車、電車等の運行が不能になった程度の被害とする。 

電  話 「電話」とは、通信不能となった一般電話回線のうち、最大時の回線数をいう。 

電   気 「電気」とは、停電した戸数のうち、最大時の戸数をいう。 

水   道 
「水道」とは、上水道または簡易水道で断水している戸数のうち、最大時の戸数を

いう。 

下 水 道 
「下水道」とは、公共下水道に接続している戸数のうち、下水道流下機能支障と

なっている最大時の戸数をいう。 

ガ  ス 
「ガス」とは、一般ガス事業または簡易ガス事業で供給停止となっている戸数のう

ち、最大時の戸数をいう。 

ブロック塀 「ブロック塀」とは、倒壊したブロック塀または石垣の箇所数をいう。 

罹 

災 

者 

罹災世帯 

「罹災世帯」とは、災害により住家が全壊、半壊及び床上浸水の被害を受け、通常

の生活を維持できなくなった生計を一にしている世帯とする。 

例えば、寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊する者で共同生活を営んで

いる者については、これを一世帯として扱い、また同一家屋の親子、夫婦であって

も、生活が別であれば分けて扱うものとする。 

罹 災 者 「罹災者」とは、罹災世帯の構成員とする。 

 

８．被害状況等の集約・整理等 

（１）被害状況等の集約・整理 

情報収集部情報収集整理班は、各部から収集した被害状況等の情報及び資料を集約・

整理するとともに、各部や関係機関からの求めに応じて、速やかに報告できるよう準備する。 

また、必要に応じて次に掲げる資料を作成する。 

 

ア．被害関連情報、配備指令等の状況、被害状況等 

イ．被害分布図等 

ウ．市内における被害総額 

 

（２）集約・整理の注意事項 

被害状況等の集約・整理に当たっては、次の点に留意する。 

 

ア．確認された情報と未確認の情報（至急確認すべき情報）を区別すること。 

イ．確認された情報に基づき震災の全体像を把握すること。 

ウ．応援要請等に係る情報を整理すること。 

エ．情報の空白地帯を把握すること。 

オ．被害が軽微な地区または被害がない地区を把握すること。 

カ．被害状況について応急対策の緊急性を要する事項、その他事項の選別を行うこと。 
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９．県及び国への報告 

震災の状況が次の基準に該当する場合、総合調整部本部班は、災害概況即報、被害状況

即報、災害確定報告及び災害年報を県に報告する。 

 

（１）報告の基準 

ア．即報基準 

次の基準に該当する災害（該当するおそれがある場合を含む。）について、被害状況及

び応急措置の実施状況等を県へ報告する。 

（ア）災害救助法の適用基準に合致するもの。 

（イ）県または市が災害対策本部を設置したもの。 

（ウ）災害が２府県以上にまたがるもので、一つの府県における被害は軽微であっても、全国

的に見た場合に同一災害で大きな被害を生じているもの。 

（エ）地震が発生し、市の区域内で震度５弱以上を記録したもの。 

（オ）地震が発生し、人的被害または住家被害を生じたもの。 

（カ）報道機関に大きく取り上げられる等、社会的影響度が高いと認められるもの。 

イ．直接即報基準 

地震が発生し、市の区域内で震度５強以上を記録した場合は、県に加え、直接消防庁に

報告する（被害の有無を問わない。）。 

 

（２）報告要領 

震災が発生したときから、当該震災に対する応急対策が完了するまでの間、「災害概況即

報（第４号様式（その１））」（資料編 資料３－４）または「被害状況即報（第４号様式（その

２））」（資料編 資料３－５）により、県防災統括室に対して、次の要領により報告を行う。 

なお、通信の不通等により県に報告できない場合には、一時的に報告先を内閣総理大臣

（窓口：総務省消防庁）に変更する。 

 

ア．災害概況即報（早期災害報告様式） 

(1)の「ア．即報基準」に該当する災害が発生したときは、覚知後 30 分以内で可能な限

り早く、分かる範囲で災害に関する第１報を電子メール、県防災情報システム等により県防

災統括室に報告する。 

また、(1)の「イ．直接即報基準」に該当する災害が発生したときは、直接、総務省消防

庁に電子メール等により報告するとともに、併せて県防災統括室に電子メール、県防災情

報システム等により報告する。 

震災発生時の早期報告として、個別の災害現場の概況等を報告する場合には、「災害

概況即報（第４号様式（その１））」（資料編 資料３－４）によるものとする。 

イ．被害状況即報 

(1)の「ア．即報基準」に該当する災害が発生したときは、区域内の被害状況、避難状況
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等をとりまとめ、直ちに、「被害状況即報（第４号様式（その２））」（資料編 資料３－５）を

電子メール、県防災情報システム等により、県防災統括室に報告する。 

ただし、知事が必要と認める場合は、その指示にしたがって報告する。 

ウ．災害確定報告 

応急対策終了後、14 日以内に「被害状況即報（第４号様式(その２）」（資料編 資料３

－５）により報告する。 

エ．災害年報 

毎年１月１日から 12 月 31 日までの震災による被害の状況を、翌年３月 10 日までに

「災害年報（第３号様式）」（資料編 資料３－６）により報告する。 

 

（３）国への報告 

ア．震度５強以上の地震が発生した場合は、第１報を県に対してだけでなく、消防庁に対して

も、直ちに分かる範囲で報告する。 

この場合において、消防庁長官から要請があった場合については、第１報後の報告につ

いても引き続き行う。 

イ．県への報告が、通信の途絶等によりできない場合は、内閣総理大臣（窓口：総務省消防

庁）に対して直接災害情報を報告する。 

ただし、この場合にも市は県との連絡確保に努め、連絡がとれるようになった後は速やか

に県に対して報告する。 

 

奈良県防災統括室の連絡先 

代表電話 0742-22-1101 内線 2275 

直通電話 0742-27-7006／8425／8456 

ＦＡＸ 0742-23-9244 

奈良県防災行政通信ネットワークＴＥＬ TN-111-9009／9010／9011 

TN・・・有線回線は 66、衛星回線は 67 

奈良県防災行政通信ネットワークＦＡＸ TN-111-9210 

TN・・・有線回線は不要、衛星回線は 8 

夜間等代表電話 0742-27-8944 

消防庁への報告先 

 区     分 平日（9:30～17:45） 左記以外（宿直室）  

ＮＴＴ回線 
ＴＥＬ 03-5253-7527 03-5253-7777 

ＦＡＸ 03-5253-7537 03-5253-7553 

地域衛星通信ネットワーク 
ＴＥＬ 67-048-500-90-43422 67-048-500-90-49102 

ＦＡＸ 67-048-500-90-49033 67-048-500-90-49036 
 

 

１０．通信手段の確保 

地震発生後、総合調整部本部班は直ちに無線通信機能の点検を行うとともに、支障が生じ

た施設・設備の復旧を行う。 

また、携帯電話等の移動通信回線も活用し、緊急情報連絡用の通信手段の確保に努める。 
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なお、震災に関する通信が緊急を要するものである場合は、電気通信事業者の電気通信設

備の優先的利用、警察事務、消防事務、水防事務等の有線電気通信設備及び無線設備の使

用、放送事業者に放送を行うことを求めることができる。（災害対策基本法第 57 条） 

 

（１）電気通信設備の利用 

ア．総合調整部本部班は、電気通信事業者に対し、応急回線の作成や利用制限等の措置に

よる通信輻輳(ふくそう)の緩和及び通信の疎通確保を要請する。 

イ．優先利用 

総合調整部本部班は、必要に応じて電気通信事業者に対して非常電話または非常電

報を申し込み、電気通信設備の優先利用による非常通信を行う。 

 

（２）有線電話途絶時の措置 

有線電話途絶のため、地震情報の収集・伝達に支障を来す場合は、次のような措置を講じ

る。 

 

ア．県、近隣市町村との連絡 

県防災行政通信ネットワークを利用して行う。 

また、必要に応じ、消防無線、警察無線、非常通信、携帯電話を活用するとともに、状況

によっては伝令の派遣を行う。 

イ．関係機関との連絡 

総合調整部本部班は、関係機関に対し、職員の総合調整部への派遣及び所属機関と

の連絡用無線機等を可能な限り携行するよう要請する。 

ウ．消防電話・警察電話等の利用 

総合調整部本部班は、他に通信連絡の手段がなく緊急を要する場合、奈良県広域消防

組合または香芝警察署に業務用専用回線の利用を要請する。 

エ．非常通信の利用 

総合調整部本部班は、有線電話が途絶し、かつ防災行政無線による通信が困難な場

合、電波法に基づき、次に掲げる機関の無線局を利用し、震災に関する通信の確保を図る。 

（ア）警察、鉄道会社等の関係機関が保有する無線 

（イ）放送局が保有する無線 

（ウ）アマチュア無線等 

 

（３）災害現場等出動者との連絡 

災害現場等に出動している各部職員との連絡は、携帯電話、防災行政無線、伝令、派遣

等の適当な手段によって行う。 
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第２節 災害広報・広聴対策 

実施担当 情報収集整理班、被害調査班 

 

計画方針 

・地震発生直後の速やかな災害情報の広報は、人心の安定やパニック防止等

を図るうえで重要であることから、関係機関と協力のうえ、市民向けの広報活

動を実施する。 

 

１．実施機関 

情報収集部情報収集整理班は、関係機関との密接な連携協力のもとに広報内容の一元化

を図り、市民に混乱が生じないよう配慮する。 

なお、被災者のおかれている生活環境、居住環境等が多様であることに鑑み、情報を提供す

る際に活用する媒体に配慮するものとし、特に停電や通信障害発生時は情報を得る手段が限

られていることから、被災者生活支援に関する情報については、チラシの張り出しや配布等の紙

媒体、広報車などにより情報提供を行う。 

 

２．広報の内容 

次の事項を中心に広報活動を実施する。 

なお、広報内容は簡潔で誤解を招かない表現に努める。 

 

（１）地震発生直後の広報 

ア．地震の規模、その後の地震活動、気象の状況 

イ．出火防止、初期消火の呼びかけ 

ウ．要配慮者への支援の呼びかけ 

エ．避難指示または緊急安全確保、避難先の指示 

 

（２）その後の広報 

ア．二次災害の危険性 

イ．安否情報 

ウ．被災状況とその見通し 

エ．ライフラインや交通施設等の復旧状況 

オ．交通規制情報 

カ．医療機関等の医療関連情報 

キ．ごみ、し尿収集等の生活関連情報 
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ク．食糧、生活必需品の供給及び給水に関する情報 

ケ．救援物資等の取扱い 

コ．国や県等による支援制度と留意事項 

サ．その他人心安定及び社会秩序保持に関すること 

 

（３）広報の方法 

ア．広報紙の掲示、配布等による広報 

イ．広報車やハンドマイク等による現場広報 

ウ．指定避難所等における職員の派遣、チラシの掲示・配布 

エ．インターネット、ＳＮＳの活用 

オ．自主防災組織等の市民団体の協力 

カ．コミュニティメディアを通じての広報 

キ．報道機関への情報提供 

 

（４）震災時の広報体制 

ア．広報責任者による情報の一元化 

イ．広報資料の作成 

ウ．関係機関との連絡調整 

  

（５）要配慮者に配慮した広報 

要配慮者への広報は、ボランティア等の協力を得つつ、手話、点字、外国語等を用いる。 

 

３．報道機関との連携 

（１）緊急放送の実施 

緊急を要する場合で、他の有線電気通信設備または無線設備による通信ができない場合

あるいは著しく困難な場合においては「災害対策基本法に基づく放送要請に関する協定」

（昭和54年３月１日）に基づき、県を通じて報道機関に、震災に関する通知、要請、伝達、予

警報等の放送を依頼する。 

 

（２）報道機関への情報提供 

震災に関する情報及び被災者に対する生活情報、応急対策の実施状況等について、放送

業者、通信社、新聞社等の報道機関に対して、定期的な情報提供を行う。 

 



第 3編 地震災害応急対策計画 

第 2章 災害発生時等の活動 第 2節 災害広報・広聴対策 

3-29 

４．広聴活動の実施 

情報収集部情報収集整理班は、被災地の地域住民の要望事項等を把握するとともに、市民

からの各種問い合わせに速やかに対応できるよう、専用電話及び専用ファクシミリを備えた窓口

を開設する等、積極的に広聴活動を実施する。 

 

５．安否情報の提供等 

（１）安否情報の提供 

情報収集部情報収集整理班は、必要に応じて安否問合せ窓口を庁内に設置し、来庁者の

問合せへの対応を行う。 

なお、以下に掲げる者から、被災者の安否に関する情報の照会があったとき、内閣府が定

める政令の要件を満たす場合に限り、市が把握する情報に基づき回答することができる。 

その際、当該安否情報に係る被災者または第三者の権利利益を不当に侵害することのな

いよう配慮する。 

また、照会に対する回答を適切に行い、または回答の適切な実施に備えるために必要があ

ると認めるときは、関係地方公共団体の長、消防機関、警察その他の者に対して、被災者に関

する情報の提供を求めることができる。 

 

ア．被災者の同居の親族の場合 

被災者の居所、負傷もしくは疾病の状況または連絡先その他安否の確認に必要と認め

られる情報 

イ．被災者の同居でない親族または職場等の関係者の場合 

被災者の負傷または疾病の状況 

ウ．被災者の知人等被災者の安否情報を必要とすることが相当であると認められる者の場合 

県、市が保有している安否情報の有無 

 

上記のほか、被災者が提供について同意している安否情報については、その同意の範囲内

で、または公益上特に必要があると認めるときは、必要と認める限度において、当該被災者に

かかる安否情報を提供することができる。 

なお、被災者の中に、配偶者からの暴力等を受け加害者から追跡されて危害を受けるおそ

れがある者等が含まれる場合は、その加害者等に居所が知られることのないよう当該被災者

の個人情報の管理を徹底するよう努める。 

 

（２）安否情報の照会 

安否情報について照会しようとする者は、市や県に対し、次の事項を明らかにして行う。 

 

ア．氏名、住所（法人その他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び主たる事務所の
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所在地）その他の照会者を特定するために必要な事項 

イ．照会にかかる被災者の氏名、住所、生年月日及び性別 

ウ．照会をする理由 

 

（３）被災者に関する情報の利用 

市及び県は、安否情報の回答を適切に行い、または回答の適切な実施に備えるために必

要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被災者に関する情報を、その保有に当たっ

て特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。 

 

（４）被災者台帳の作成 

総務部被害調査班は、被災者の被害状況や支援の実施状況、支援にあたっての配慮事

項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、関係各部各班で共有するとともに、応急対

策に活用する。 

被災者台帳の作成にあたっては、必要となる被災者情報について、県に対して、災害救助

法に基づく救助を行った被災者の情報提供を求めることができる。 
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第３節 広域応援等の要請・受入れ 

実施担当 本部班、要員班 

 

計画方針 

・震災に際して、本市のみでは対応が不十分となる場合には、災害対策基本法

等に基づき、関係機関や団体に対して職員の派遣を要請し、応急対策または

災害復旧対策の万全を期する。 

 

１．応援の要請 

応急措置を実施するために、労働力の提供を短期間、身分の移動を伴わずに、応援を要請す

る。 

なお、要請については総合調整部本部班が窓口となり、受入れは情報収集部要員班が実施

する。 

 

（１）応援要請のできる要件 

市域に震災が発生したとき、次の場合に応援の要請を行う。 

 

ア．応急措置を実施するため必要があると認める場合 

イ．自己の持つ消防力等の現有活動勢力では、消防、水防、救助等効果的な応急措置の実

施が困難な場合 

ウ．緊急を要するとき、地理的にみて近隣の市町村に応援を求めた方がより効果的な応急措

置の実施ができると認められる場合 

 

（２）応援に当たっての要請事項 

ア．震災の状況及び応援を要請する理由 

イ．応援を必要とする期間 

ウ．応援を希望する物資・資機材等の品目及び数量 

エ．応援を必要とする場所 

オ．応援を必要とする活動内容 

カ．その他必要事項 

 

（３）知事に対する応援要請 

災害対策基本法第68条に基づき、知事に対して応援要請を行う。 

この場合には、県防災統括室を通じて要請する。 
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（４）他の市町村等に対する応援の要請 

協定締結した関係機関に対し、協定内容に基づき必要な食糧、医療品、生活必需品、資

機材等の物資援助の要請を行う。 

また、他の市町村に対し災害対策基本法第67条に基づき、応援要請を行う。 

 

＜資料編＞ 

資料７－１ 災害時応援協定締結一覧 

 

２．消防活動に係る応援の要請・受入れ 

総合調整部本部班は、奈良県広域消防組合で消防活動を迅速かつ的確に実施することが

困難な場合、関係法令や協定に基づき、他市町村消防機関の応援を要請する。 

 

（１）大地震発生時における相互応援 

震災時においては、個々の市町村・組合の消防力及び消防応援協定を締結している隣接

市町村等の消防力をもってしても、防御または救助等が困難であることが予想されるため、県

内の市町村等による統一的な消防広域相互応援協定に基づき、市町村等の区域を越えて

必要な消防力を被災地に投入し、人命の救助を最優先し、被害の軽減を図る。 

 

ア．県内市町村相互の広域応援体制 

（ア）自らの消防力では対処できない場合にあっては、奈良県消防広域相互応援協定に基

づく協定市に応援を要請する。 

（イ）奈良県消防広域相互応援協定に基づく応援要請は、奈良県消防広域応援基本計画

に基づき、奈良県広域消防組合消防本部から代表消防本部を通じて他の協定市へ行

う。 

イ．他都道府県からの応援体制 

奈良県消防広域相互応援協定に基づく応援をもってしても対処できないときは、奈良県

広域消防組合消防本部から代表消防本部を通じて知事に対し応援要請を行う。 

ウ．応援受入体制の整備 

応援要請を行う際には、次により受入体制を整備する。 

（ア）応援消防隊の結集場所、誘導方法の明確化 

（イ）応援消防隊との指揮命令・連絡体制の明確化 

（ウ）応援消防隊の種別、隊数、資機材の把握 

（エ）資機材の手配 

（オ）応援消防隊の野営場所、ヘリポートの確保 

 

（２）大規模災害応援 

地震による大規模な震災が発生した場合に、被災地近隣の消防本部が「消防組織法第3
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9条」に基づき、いち早く被災地に駆けつけ、効率的な消火、救急、救助等の応援活動を展開

することにより、被害の軽減を図る。 

この体制は、主に発災直後から「緊急消防援助隊運用要綱」に定める消防庁長官の措置

（消防組織法第44条）による体制が機能し始めるまでの間実施されるものであり、消防庁長

官の措置による応援体制が行われた時点で、同法に基づく体制となる。 

 

（３）緊急消防援助隊の派遣 

緊急消防援助隊は、「緊急消防援助隊運用要綱」に基づき地震等の大規模災害の発生

に際し、被災地の消防の応援のため速やかに被災地に赴き、人命救助活動を行う。 

緊急消防援助隊は平成７年６月に発足し、市町村長は設置した救助、救急及び後方支援

部隊について、その隊数を消防庁に登録している。 

出動については、消防庁長官が被災地の属する都道府県の知事と緊密な連携を図り、緊

急消防援助隊の出動の有無を判断し、「消防組織法第44条」の規定に基づき、適切な措置

をとるものとされている。 

 

３．職員の派遣要請 

地震発生時に応急対策、復旧対策を実施するときに、本市の職員のみでは対応ができない

場合は、県、他の市町村、関係機関等に対し、職員の長期的な派遣を要請することができる。 

応援職員の受入れの際は、感染症対策のため、執務スペースの適切な空間の確保等に配慮

する。 

また、県は、被災都道府県から応援を求められた場合には、必要に応じて県内市町村に対し

て被災市町村への応援を求める事ができることを踏まえ、市は、県から応援要請があった場合

には、可能な範囲で対応を行うものとする。 

 

（１）県、他の市町村または指定地方行政機関に対する派遣の要請 

災害対策基本法第29条、または地方自治法第252条の17の規定により職員の派遣を要

請することができる。 

なお、その場合の手続は、次の事項を記載して文書で行う。 

 

ア．派遣を要請する理由 

イ．派遣を要請する職員の職種別人数 

ウ．派遣を必要とする期間 

エ．派遣される職員の給与その他の勤務条件 

オ．その他職員の派遣について必要な事項 

 

（２）職員の派遣のあっせんの要請 

市長は、災害対策基本法第30条に基づき、応急対策または復旧対策のため必要があると
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きは、知事に対して、指定地方行政機関等の職員の派遣についてあっせんを求めることがで

きる。 

なお、総合調整部本部班は、その場合の手続を、次の事項を記載した文書で行う。ただし、

文書をもってしては時機を失するおそれがある場合は、口頭または電話等により申し入れ、事

後速やかに文書を作成し、正式に要請する。 

 

ア．派遣のあっせんを求める理由 

イ．派遣のあっせんを求める職員の職種別人数 

ウ．派遣を必要とする期間 

エ．派遣される職員の給与その他の勤務条件 

オ．その他職員の派遣のあっせんについて必要な事項 

 

（３）経費の負担 

派遣職員の待遇及び経費の負担については、災害対策基本法第32条、第92条、同施行

令第17条、第18条、第19条及び「阪神・淡路大震災復旧対策等のための職員派遣につい

て」（平成７年２月23日付け自治公第５号自治省行政局公務員部公務員課長通知）による。 

 

（４）応急対策職員派遣制度の活用 

総務省は、震度６弱以上の地震が観測された場合、またはそれに相当する程度の災害が

発生し、または発生するおそれがあると考えられる場合、応援職員の派遣に関し、関係省庁

（内閣府、消防庁）及び関係団体（全国知事会、全国市長会、全国町村会等）、被災都道府

県からの情報収集及び情報共有を行い、「応急対策職員派遣制度に関する要綱」に基づき、

全国の地方公共団体の人的支援を最大限活用して被災市区町村を支援する。 

市は、自ら行う災害マネジメントについて支援が必要な場合には、県を通じて、総務省に対

し、総括支援チーム（災害マネジメント総括支援員、災害マネジメント支援員等で構成）の派

遣を要請する。 
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４．民間との協力 

（１）災害対策基本法その他の法律に基づく従事命令、協力命令 

応援の要請、職員の派遣要請等で十分な要員を確保できない場合は、公共職業安定所

に労働者の供給のあっせんを求めるほか、従事命令等を執行し、要員の確保に努める。 

 

ア．従事命令等の種類と執行者 

災害応急対策作業 命令区分 根拠法令 執行者 

災害応急対策事業 

(災害応急対策全般) 
従事命令 

災害対策基本法 第65条第１項 市長 

〃 第65条第２項 警察官 

〃 第65条第３項 
派遣を命じられた 

部隊等の自衛官 

災害救助作業 

(災害救助法に 

基づく救助) 

従事指示 災害救助法 第24条 
知事 

協力命令 〃 第25条 

災害応急対策事業 

(災害救助を除く 

応急処置) 

従事命令 災害対策基本法 第71条第１項 知事 

委任を受けた 

市長 協力命令 〃 第71条第２項 

災害応急対策事業 

(災害応急対策全般) 
従事命令 警察官職務執行法 第４条 警察官 

消防作業 従事命令 消防法 第29条第５項 
消防吏員 

消防団員 

 

イ．従事命令等の対象者 

命令区分（作業対象） 対象者 

災害対策基本法による市長、警察官、海

上保安官の従事命令 

（災害応急対策全般） 

当該市の区域の市民、または当該応急措置を実施す

べき現場にある者 

災害対策基本法及び災害救助法による

知事の従事命令 

（災害応急対策及び救助作業） 

１．医師、歯科医師または薬剤師 

２．保健師、助産師、看護師、准看護師、診療放射線技

師、臨床検査技師、臨床工学技師、救急救命士また

は歯科衛生士 

３．土木技術者または建築技術者 

４．大工、左官またはとび職 

５．土木業者または建築業者及びこれらの者の従事者 

６．鉄道事業者及びその従事者 

７．軌道経営者及びその従事者 

８．自動車運送事業者及びその従事者 

９．船舶運送業者及びその従事者 

10．港湾運送業者及びその従事者 
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命令区分（作業対象） 対象者 

災害対策基本法及び災害救助法による

知事の従事命令 

（災害応急対策及び救助作業） 

救助を要する者及びその近隣の者 

警察官職務執行法による警察官の従事

命令（災害応急対策全般） 
その場に居合わせた者、その物件の管理者 

消防法による消防吏員または消防団員の

従事命令（消防作業） 
火災の現場付近にある者 

 

ウ．公用令書の交付 

従事命令または協力命令を発するとき、または発した命令を変更あるいは取消すときは

災害対策基本法に定める公用令書を交付する。 

エ．費 用 

市長が災害対策基本法第 71 条の規定に基づいて発した従事命令により災害応急対

策に従事した者に対しては実費を弁償する。 

オ．損害補償 

従事命令または協力命令により災害応急対策に従事した者が、そのことにより死亡し、

負傷し、若しくは疾病にかかった場合には条例の定めるところによりその損害を補償する。 

 

（２）公共職業安定所の労働者供給 

ア．公共職業安定所に対しては、次の事項を明らかにして必要な労働者の供給あっせんを依

頼する。 

（ア）必要労働者数 

（イ）作業の内容 

（ウ）作業実施期間 

（エ）賃金の額 

（オ）労働時間 

（カ）作業場所の所在 

（キ）残業の有無 

（ク）労働者の輸送方法 

（ケ）その他必要な事項 

イ．賃金の支払 

賃金は、通常の例を勘案したうえで、市において予算措置し、就労現場において作業終

了後、直ちに支払う。 

なお、作業終了後、直ちに賃金を支払うことができない場合は、就労証明書を発行すると

ともに支給日を労働者本人に通知しなければならない。 

ウ．労働者の輸送 

災害応急対策実施機関は、労働者の毎日の作業就労に際し、労働者の住居と作業現

場との距離、作業能率その他を考え、できるだけ車両等による労働者の輸送を考慮する。 
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（３）自治会等の民間団体の協力 

震災時における地域の防災活動について、自治会や企業等に協力を求める。 

 

５．要員の対策従事 

震災時における災害対策実施機関の職員、民間協力団体、雇い上げた一般労働者並びに

従事命令・協力命令による労働者は、次によりそれぞれ震災対策に従事する。 

 

（１）災害対策実施機関の職員 

この職員は各機関で定める計画にしたがい、その対策に従事する。 

 

（２）民間協力団体 

協力団体の活動内容は主として次のとおりであるが、活動内容の選定に当たっては、協力

団体等の意見を尊重して行う。 

 

ア．炊き出し、その他災害救助活動の協力 

イ．清掃及び防疫 

ウ．災害応急対策用物資、資機材の輸送及び配分 

エ．応急復旧現場における危険を伴わない軽易な作業 

オ．軽易な作業の補助 

カ．その他上記の作業に類した作業 

 

（３）一般労働者 

ア．被災者の救出 

イ．被災者の安全な場所への避難誘導 

ウ．医療及び助産における各種移送業務 

エ．飲料水の供給 

オ．救済用物資の輸送 

カ．その他災害応急対策実施上の補助業務 

 

（４）従事者 

従事命令または協力命令を受けた者は、その公用令書に記載された業務に従事する。 

 

（５）派遣職員 

派遣要請を受けた職種に応じて指示された業務に従事する。 
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６．県消防防災ヘリコプターの受入れ 

県消防防災ヘリコプターの派遣を要請した場合は、県防災航空隊と緊密な連絡を図るととも

に、災害時用臨時ヘリポート等の準備に万全を期す。 

また、市及びヘリポートとなる施設の管理者は、ヘリポートの被災状況を調査し、県災害対策

本部に報告する。 

なお、受入れに際しては、次の措置をとる。 

 

（１）受入れ体制 

ア．離着陸場所の確保及び安全対策 

イ．傷病者等の搬送先の離着陸場所及び病院等への搬送手配 

ウ．空中消火用資機材、空中消火基地の確保 

エ．その他必要な事項 

 

（２）発着場の開設 

ア．ヘリポートに紅白の吹き流し、または国旗等を掲揚して、地上の風向を知らせる。 

イ．離着陸地点には、○Ｈ 記号を石灰、墨汁、絵の具等を用いて表示する。 
ウ．ヘリポート周辺への一般人の立ち入りを禁止し、事故防止に努める。 

エ．ヘリポートの発着に障害となる物体については、除去または物件所在地の表示をする。表

示方法は、上空から良く判断できるよう、白布または赤布等を縛り付ける。 

オ．離着陸の際には、周辺の木片、小石等は吹き飛ばされるため、できるだけ取り除く。 

カ．離着陸の際は砂塵が発生するため、その防止対策として消防車等による散水を行う。 

 

（３）輸送ルートの確保 

道路通行規制時における、ヘリコプターによる救援物資の迅速な搬送を確保するため、市

は県と連携し、ヘリポートの再確認を行う。 

 

（４）離着陸不能の条件 

ヘリコプターの飛行または離着陸不能の条件は、おおむね次のとおりである。 

 

ア．雨天または霧等が発生し、視界が不良の場合 

イ．前線通過などのため突風や乱気流のある場合 

ウ．日没後 

エ．着陸地の傾斜及び障害物が規定以上である場合 
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第４節 自衛隊災害派遣の要請要求・受入れ 

実施担当 本部班、関係各部各班 

 

計画方針 

・市民の人命または財産を保護するため必要と認めた場合は、県に対し自衛隊

の災害派遣要請を依頼するとともに、受入体制を整備し、災害応急対策に万

全を期する。 

・自衛隊は、大規模災害時には提案型支援を自発的に行うこともある。 

 

１．災害派遣依頼基準 

ア．人命救助のため応援を必要とするとき。 

イ．大規模な震災が発生し、または発生することが予想され、緊急に応急措置のための応援を

必要とするとき。 

ウ．救助物資の輸送のため応援を必要とするとき。 

エ．主要道路の応急復旧のため応援を必要とするとき。 

オ．応急措置のための医療、防疫、給水及び通信支援等の応援を必要とするとき。 

 

２．派遣依頼手続 

ア．市長は、自衛隊に対し災害派遣を要請する場合は、知事に派遣要請を依頼する。 

イ．自衛隊派遣要請依頼手続は、総合調整部本部班が行う。 

ウ．知事への依頼ができない場合、市長は、直接自衛隊に対して派遣依頼の通知をすること

ができる。 

自衛隊は、災害状況の通知を受け、その事態に照らし、特に緊急を要する場合は自主的

判断に基づき部隊を派遣することができる。 

市長は、通知した旨を知事へ報告する。 

エ．災害対策に当たる各部は、震災時の状況や被害状況等を勘案し、自衛隊派遣に関して

市長へ上申する。 

オ．派遣の依頼は、原則として文書（災害派遣要請書）によるものとし、次の事項を記載する。 

（ア）震災の状況及び派遣を依頼する事由 

（イ）派遣を希望する期間 

（ウ）派遣を希望する区域及び活動内容 

（エ）その他参考となるべき事項 

ただし、文書をもってしては時機を失するおそれがある場合は、前記各記載事項を口頭ま

たは電話等により申し入れ、事後速やかに文書を作成し、正式に依頼する。 
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カ．自衛隊緊急時連絡網 

ア．陸上自衛隊 第４施設団長（主として陸上自衛隊等に関する場合） 

京都府宇治市広野町風呂垣外１－１ 

電話 ０７７４－４４－０００１ 

通信相手 第４施設団本部 第３科 総括班 

 （内線２３５、２３６、２３７） 

夜間通信先 第４施設団本部付隊当直（当直室）（内線２２３） 

ＦＡＸ ０７７４－４４－０００１（交換切替、内線２３３） 

 
（大久保駐屯地の交換台を呼び出し、内線２３３に切替

えを依頼した後、ＦＡＸボタンを押す。） 

県防災無線 ６７－５７１－１１ 

 （夜間：６７－５７１－１２） 

県防災無線FAX ６７－５７１－２１ 

イ．航空自衛隊 奈良基地司令（主として航空自衛隊に関する場合） 

奈良県奈良市法華寺町１５７８ 幹部候補生学校 

電話 ０７４２－３３－３９５１（内線２１１、夜間内線２２５） 

 

キ．陸上自衛隊第４施設団に連絡がとれない場合 

陸上自衛隊第４施設団に連絡がとれず、派遣の依頼ができない場合は、次の機関に連絡する。 

陸上自衛隊 第３師団長（主として陸上自衛隊に関する場合） 

兵庫県伊丹市広畑１－１ 

通信先：第３師団 第３部 防衛班 

電  話：０７２７－８１－００２１（内線３３３、夜間内線３０１） 

Ｆ Ａ Ｘ：０７２７－８１－００２１（交換切替、内線２３４） 

 

３．派遣部隊の受入体制 

派遣を依頼したときは、直ちにその旨を関係機関に連絡するとともに、その受入体制について

自衛隊の救援活動が円滑に実施できるように以下のことを行う。 

 

（１）派遣部隊の誘導 

自衛隊が派遣されることとなったときは、香芝警察署長に対し派遣部隊の誘導について依

頼する。 

 

（２）受入体制 

ア．派遣部隊及び関係機関との連絡調整のため、連絡担当者を指名する。 

イ．受入体制の確立 

派遣部隊の集結場所及び宿泊場所等を確保する。（健民運動場、北部地域体育館など

を候補地として想定する。） 
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ウ．作業計画及び資機材等の整備 

自衛隊の部隊が行う作業が円滑かつ迅速に実施できるよう作業内容及び計画を作成

するとともに、作業実施に必要な資機材を準備する。 

エ．ヘリポートの設営等 

大規模震災に際し、ヘリコプターを使用することとなった場合は、震災時用臨時ヘリポー

ト等の準備に万全を期する。 

 

（３）自衛隊の活動内容 

以下の事項について、震災の態様に応じた活動を自衛隊に依頼する。 

 

ア．被害状況の把握 

イ．避難の援助 

ウ．避難者等の捜索及び救助 

エ．消防活動 

オ．道路の啓開 

カ．応急医療、救護及び防疫 

キ．人員及び物資の緊急輸送 

ク．炊飯及び給水 

ケ．物資の無償貸付けまたは譲与 

コ．危険物の保安及び除去 

サ．その他必要な活動 

 

４．経費の負担区分 

災害派遣部隊の活動に要する次の経費については、原則として市が負担するものとし、市に

おいて負担するのが適当でないものについては、県がそれぞれ負担する。 

 

ア．災害派遣部隊の宿泊施設等の借上料、損料、光熱水費、電話料及び付帯設備料 

イ．上記に規定するもののほか必要経費で協議の整ったもの 

 

５．派遣部隊等の撤収依頼 

作業の進捗状況を把握し、派遣の目的を達成したとき、または必要がなくなったと判断したと

きは、派遣部隊その他の関係機関と協議のうえ、知事に対して文書をもって撤収の依頼を行う。 
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第５節 避難誘導 

実施担当 
本部班、避難所班、救援班、消防部、警察、自主防災組織、地元自治会役員、施

設管理者 

 

計画方針 

・人的被害を軽減するため、関係機関が連絡調整を密にし、あらかじめ定めた基

準により、市民の主体的な避難行動（安全確保行動）を支援する情報を提供

する。 

・避難情報発令の際には、障がい者、高齢者、乳幼児、妊産婦、外国人等の要配

慮者のリードタイムの確保（指定緊急避難場所等への立退き避難に要する時

間）に十分配慮する。 

 

１．避難指示 

市民の生命または身体を震災から保護し、その他災害の拡大を防止するため特に必要があ

ると認める場合は、避難指示を行う。 

実施責任者は、避難指示を行った場合、その旨を速やかに関係機関に通報する。 

緊急の場合以外は、原則として実施責任者相互の連絡協議のもとに行う。 

また、地震に伴う土砂災害については、土砂災害警戒区域で想定していない緩い斜面等でも

発生しており、発生危険性の高い箇所の特定が困難であることに加えて、移動した土砂により被

害が及ぶ範囲の推定が困難など、土砂災害発生のメカニズムが十分解明されていないため、

現時点では人的被害発生リスクが高い地域を絞り込むのが困難であることに留意する必要が

ある。 

このため、市長は、必要な場合には、気象台、河川管理者（県、国）等に対し、避難指示等に

関する助言を求める。 

 

（１）避難のための立退き指示等の権限 

■避難指示の実施責任者 

種別 指示を行う要件等 指示を行う者 根拠法令 

災 

害 

全 

般 

災害が発生するおそれがあるときや、災害リスクのあ

る区域の高齢者等が危険な場所から避難すべきと

き。 

【警戒レベル３】高齢者等避難の発令 

市長 
災害対策基本法 

第56条 

災害が発生し、または発生するおそれがある場合に

おいて、人の生命または身体を災害から保護し、その

他災害の拡大を防止するために特に必要があると

認められるとき。 

【警戒レベル４】避難指示の発令 

市長 
災害対策基本法 

第60条 
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種別 指示を行う要件等 指示を行う者 根拠法令 

避難のための立退きを行うことによりかえって人の生

命または身体に危険が及ぶおそれがあり、かつ、事

態に照らし緊急を要する認めるとき。 

【警戒レベル５】緊急安全確保の発令 

市長 
災害対策基本法 

第60条 

市において、事務の全部または大部分を行うことが

できなくなったとき、市長が実施すべき事務の全部ま

たは一部を代行する。 

知事 
災害対策基本法 

第60条 

（1）市長が避難のための立退きを指示することが

できないと認めるとき。 

（2）市長から要求があったとき。 

（3）人の生命若しくは身体に危険を及ぼし、または

財産に重大な損害を及ぼすおそれがあり、指示が

急を要するとき。 

警察官 

（1）（2）は 

災害対策基本法 

第61条 

（3）は 

警察官職務執行法 

第4条 

危険な事態が生じ、かつ警察官がその場にいないと

き。 

自衛官 

（災害派遣を命

じられた部隊） 

自衛隊法 

第94条 

地
す
べ
り 

地すべりによって著しい危険が切迫していると認めら

れるとき。 

知事、その命を受

けた職員 

地すべり等防止法 

第25条 
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（２）避難指示 

実施基準 

・建築物等の倒壊等、災害の発生が予想されるとき。 

・火災が拡大するおそれがあるとき。 

・爆発等のおそれがあるとき。 

・地すべり、山崩れ、ため池の決壊等により危険が切迫しているとき。 

・その他地域住民の生命、身体を災害から保護するため必要と認めるとき。 

・災害が発生した現場に残留者がいる場合 

伝達内容 

・避難対象地区 

・避難先 

・避難路 

・避難の理由 

・避難時の注意事項 

・その他の必要事項 

伝達方法 

        
 

災

害

対

策

本

部 

  
緊急速報メール 

   

避
難
地
区
住
民 

 
       
   

各出先機関の職員の口頭伝達 
   

      

  
 

消防車両(サイレン、警鐘、拡声器) 
 

  
  

   電話、伝令、 
ファクシミリ、 
防災行政通信 
ネットワーク 

      
     

自治会 
   

        

         

   
報道機関 

   
  

 
   

 広報車 
 

   
  

       

 

避難指示 

伝達文 

（例文） 

こちらは、香芝市です。○時○分、（避難すべき事由）ため、○○地区に避難指

示を発令しました。 

大変危険な状態です。 

避難中の方は、直ちに（指定緊急避難場所・指定避難所の施設名）へ避難を

完了してください。 

避難に十分な時間がない場合は、近くの安全な場所に避難してください。 

なお、二次災害発生のおそれがありますので、十分注意してください。 
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避難指示 

伝達文 

（例文） 

こちらは、香芝市です。○時○分、地震による土砂災害・警戒レベル４のため、

避難指示を発令しました。対象地域の住民は避難を開始してください。 

対象地域は、【（自治会名）○○、○○】の土砂災害警戒区域です。 

指定緊急避難場所や区域外の親戚・知人宅へ避難する・二次災害に注意し

て避難してください。 

開設避難所は、〇〇です。 

 

（３）避難指示の解除 

本部長は、避難の必要がなくなったときは、避難している市民に対し、直ちにその旨を公示・

広報する。 

 

（４）県への報告 

市長が避難指示等を発令または解除をしたときは、その旨を公示するとともに、速やかに知

事へ報告する。 

警察官が避難の指示や緊急安全確保措置の指示を行い、その旨を市長に報告してきたと

きも同様の扱いとし、可能な限り次の事項についても報告する。 

 

ア．【警戒レベル３】高齢者等避難、【警戒レベル４】避難指示、【警戒レベル５】緊急安全確

保の種類 

イ．発令時刻 

ウ．対象地域 

エ．対象世帯数及び人員 

オ．その他必要事項 

 

２．指定緊急避難場所への避難 

ア．市長は、震災後、火災等の二次災害の発生または発生するおそれがあり、避難指示を行っ

た場合、被災状況に応じて、安全な指定緊急避難場所を選定し、市民に周知する。 

イ．選定された指定緊急避難場所の施設管理者は、速やかに開設する。 

ただし、施設管理者が開設困難な場合は、所管する職員が開設する。 

ウ．自主避難あるいは避難情報等の発令に応じて避難行動を開始した市民は、選定された

指定緊急避難場所へ避難を行う。 

エ．避難部避難所班は、選定した指定緊急避難場所について、避難収容状況のとりまとめを

行う。 

オ．指定避難所が開設されている場合は、当該指定緊急避難場所の本来の用途に戻すため、

安全を確認しながら避難者を指定避難所に移動する。 
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３．避難者の誘導 

避難誘導は、消防職員（消防団員）、警察官、自主防災組織、地元自治会役員及び施設管

理者等の協力を得て組織的に行うものとし、極力安全と統制を図り実施する。 

なお、消防団をはじめ、自主防災組織や事業所等は連携・協力して、避難行動要支援者の避

難支援を行うよう努める。 

 

ア．誘導に当たっては、定められた指定緊急避難場所・指定避難所へ自治会単位での集団

避難を心掛け、妊産婦、傷病人、乳幼児、高齢者、障がい者及びこれらの者に必要な介助

者を優先して行う。 

なお、これらの誘導に当たっては迅速、的確に行う。 

イ．指定緊急避難場所・指定避難所及び避難路等を明示する案内標識を設置する等、迅速

に避難できるよう措置する。 

ウ．避難路については、安全を十分確認し、特に危険な箇所は誘導員の配置、誘導ロープの

設置を行い、また夜間においては、可能な限り投光器、照明器具を使用して避難中の事故

防止に万全を期する。 

エ．避難に当たっては、携行品を必要最小限に制限し、早期に避難を完了させる。 

オ．避難は、避難者が各個に徒歩で行うことを原則とするが、避難者が自力で立退き不可能

な場合は、車両等により行う。 

カ．震災が広範囲で大規模な立退き移送を要し、市では対応不可能なときは、県に協力を要

請する。 

 

４．要配慮者（避難行動要支援者）の避難完了確認 

救援部救援班は、要配慮者（避難行動要支援者）の避難完了確認は、各施設管理者、自主

防災組織、消防団等の協力を得て行う。 

 

ア．在宅の要援護高齢者、障がい者等の避難行動要支援者の避難については、原則として

「避難指示」発令段階における完了に努める。 

イ．要配慮者関連施設の入所者・利用者については、各施設管理者が救援部救援班に対し、

「避難指示」の発令段階における避難状況を速やかに報告する。 

その場合、安否・所在の確認された施設利用者の氏名をあわせて報告する。 

ウ．避難完了が確認されない在宅の要援護高齢者、障がい者等の避難行動要支援者に避

難を呼びかける。 

エ．救援部救援班は、避難行動要支援者名簿に基づき、救援部救援班で把握している要配

慮者（避難行動要支援者）情報と指定緊急避難場所・指定避難所で作成する避難者名

簿と照合し、避難完了を確認する。 
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５．学校・社会福祉施設等における避難対策 

学校、幼稚園、保育所、社会福祉施設及び病院等、集団退避を必要とする施設にあっては、

日頃から市、奈良県広域消防組合及び香芝警察署等の関係機関と協議のうえ、下記事項につ

いて避難計画を定め、避難訓練を実施するとともに、震災時に安全な避難ができるよう、関係機

関と連絡を密にする。 

 

ア．避難実施責任者 

イ．避難の時期（事前避難の実施等） 

ウ．避難の順位 

エ．避難誘導責任者・補助者 

オ．避難誘導の要領・処置 

カ．避難者の確認方法 

キ．家族等への引渡し方法 

ク．登下校時の安全確保（緊急通学路の指定） 

ケ．通学路周辺の危険箇所の把握（ブロック塀等の危険性） 

 

６．警戒区域の設定等 

災害が発生し、または発生しようとしている場合において、人命または身体を保護するために

警戒区域を設定し、一般の立入りの禁止及び退去を命じることができる。 

よって、災害が発生したときは、速やかに道路、橋りょうの通行可否の調査を実施し、通行不

能または障害のある地域については、警戒区域の設定及び交通規制を行うとともに、障害物の

除去等により、災害対策に必要な車両の通行路線を確保する。 

また、警戒区域の設定については、香芝警察署、奈良県広域消防組合等関係機関と連絡調

整を図っておくものとし、実際に警戒区域を設定した場合にロープを張る等、警戒区域の表示を

行い、避難等に支障のないように処置する。 

さらに、警察の協力を得て、可能な限り防犯・防火のためのパトロールを実施する。 

このほか、避難指示等と同様、関係機関及び市民にその内容を周知し、警戒区域内に市民

が立ち入らないようにする。 

なお、警戒区域を設定し、または交通規制を行うときは、あらかじめ香芝警察署と協議する。 

 

■警戒区域の設定権限 

種別 設定権者 要 件（内 容） 根拠法令 

災 

害 

全 

般 

市 長 
市民の生命または身体に対する危険を防止するた

め特に必要があると認めるとき。 

災害対策基本法 

第63条 

知 事 

市が全部または大部分の事務を行うことができな

くなったときは、市長が実施すべき応急措置の全部ま

たは一部を代行する。 

災害対策基本法 

第73条 
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種別 設定権者 要 件（内 容） 根拠法令 

警察官 
市長若しくはその委任を受けた市の職員が現場に

いないとき、またはこれらの者から要求があったとき。 
災害対策基本法 

第63条 派遣を命じら 

れた部隊等の 

自衛官 

市長その他職権を行うことができる者がその場に

いない場合。 

火

災 

消防長 

消防署長 

ガス、火薬または危険物の漏えい、飛散、流出等の

事故が発生した場合において、火災が発生するおそ

れが著しく大きく、かつ、火災が発生すれば人命また

は財産に著しい被害を与えるおそれがあると認められ

るとき。 消防法 

第23条の２ 

警察署長 

消防長若しくは消防署長またはその委任を受けた

消防吏員若しくは消防団員が現場にいないとき、また

は消防長若しくは消防署長から要求があったとき。 

水
災
を
除
く
災
害 

消防職員 

消防団員 
水災を除く災害の現場。 

消防法 

第28条 

第36条 
警察官 

消防職員または消防団員が現場にいないとき、ま

たは消防職員または消防団員の要求があったとき。 

 

７．広域避難 

市は、災害の予測規模や避難者数等に鑑み、市の区域外への広域的な避難、指定避難所及

び指定緊急避難場所の提供が必要であると判断した場合において、県内の他の市町村への受

入れについては当該市町村に直接協議し、他の都道府県の市町村への受入れについては県に

対し当該他の都道府県との協議を求めるものとする。 

また、事態に照らし緊急を要すると認めるときは、県知事に報告した上で、他の都道府県内の

市町村と直接協議を行う。 

なお、市は、指定避難所及び指定緊急避難場所を指定する際に、併せて広域避難の用にも

供することについても定めるなど、他の市町村からの避難者を受け入れることができる施設等を

あらかじめ決定しておくよう努める。 
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第６節 要配慮者の支援 

実施担当 救援班 

 

計画方針 
・高齢者、障がい者、乳幼児等の要配慮者を重点に継続した福祉サービスを行

う。 

 

１．要配慮者の被災状況の把握 

救援部救援班は、要配慮者の安否確認並びに被災状況及び被災した要配慮者の福祉ニー

ズの把握に努める。 

 

（１）要配慮者等の安否確認及び被災状況の把握 

ア．自治会や自主防災組織、民生委員・児童委員、ボランティア等の協力を得て、速やかに住

宅に残された要配慮者の安否確認を行うとともに、被災状況の把握に努める。 

また、保護者を失う等の要保護園児・児童の早期発見、保護に努める。 

イ．社会福祉施設の施設設備、職員、入所者等の被災状況の把握に努める。 

 

（２）福祉ニーズの把握 

被災した要配慮者に対して、居宅、指定避難所及び応急仮設住宅等において福祉サービ

スが組織的・継続的に提供できるよう、福祉ニーズの把握に努める。 

 

２．被災した要配慮者への支援活動 

救援部救援班は、被災した要配慮者（事業所が被災し福祉サービスを受けることができなく

なった要配慮者を含む。）に対し、在宅福祉サービスの継続的提供や情報提供の支援活動に努

める。 

 

（１）在宅福祉サービスの継続的提供 

ア．被災した要配慮者に対し、居宅、指定避難所及び応急仮設住宅において補装具や日常

生活具の交付、ホームヘルパーの派遣等、在宅福祉サービスの継続的な提供に努める。 

イ．被災した園児・児童やその家族の心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）等に対応するために、

心のケア対策に努める。 

 



第 3編 地震災害応急対策計画 

第 2章 災害発生時等の活動 第 6節 要配慮者の支援 

3-50 

（２）要配慮者の施設への緊急入所 

社会福祉施設入居者が安心して生活を送れるよう必要な支援を行うとともに、居宅や指定

避難所等では生活ができない要配慮者については、本人の意思を尊重したうえで、社会福祉

施設への緊急一時入所の措置を迅速かつ的確に実施する。 

 

（３）情報の提供、相談窓口の設置 

関係団体やボランティア等の協力を得て、要配慮者に対する居宅、指定避難所、応急仮設

住宅等における福祉サービスの情報提供を行う。 

また、要配慮者からの相談窓口の設置を行う。 

 

（４）指定福祉避難所 

要配慮者の避難状況に応じて指定福祉避難所も開設し、指定一般避難所での生活が困

難な高齢者、障がい者を受け入れる。 

 

（５）食料や生活用品等の確保 

乳幼児・高齢者等で、そしゃく・えん下が不自由なため特別食を必要とする者には、固形食

から流動食等への代替食料の確保に努める。 

また、高齢者等の誤えん性肺炎の予防のため、歯ブラシや歯磨剤等の口腔ケア用品を供

給するように努める。 

 

３．被災した外国人への支援活動 

（１）情報の提供 

ア．被災した外国人に対し、被害の状況、避難指示等の避難情報、医療救護情報、食糧や飲

料水、生活必需品等の供給情報の提供に努める。 

イ．情報提供の手段として、広報紙・掲示板等における外国語による情報提供、放送局との連

携による外国語放送、通訳ボランティアによる情報提供等に努める。 

ウ．観光施設の運営者等は、防災に関する外国語会話集やコミュニケーションカード、多言語

のアナウンス、災害時多言語情報作成ツールの活用、さらに、通信が可能な場合はスマート

フォン用アプリ「Safety tips」※の活用を図る。 

※ (財)自治体国際化協会が作成・提供しているツールで、多言語対応した掲示、携帯

メール・サイト、音声メディアの作成を支援する。 

 

（２）支援サービス 

ボランティアの協力を得て、外国人に対する相談窓口を指定避難所に設置するよう努める。 
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救援部救援班は、旅行会社等と外国人旅行者の被災情報を交換し、指定避難所等に滞

在する外国人旅行者の安否確認を行う。 

また、必要に応じて、一時滞在施設を確保する。 
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第７節 指定避難所の開設・運営 

実施担当 避難所班、本部班 

 

計画方針 
・地震による家屋の滅失、損壊により避難を必要とする市民を臨時に収容するこ

とのできる指定避難所を選定し、開設する。 

 

１．指定避難所の開設 

（１）指定避難所の開設 

ア．本部長は、地震が発生し、または発生するおそれのある場合に、災害の種類、被害状況等

を特に考慮し、適切な指定避難所を選定・開設する。 

指定避難所を開設するときは、速やかに避難所施設の管理者に連絡し、指定避難所の

安全性を確認した上で開設する。 

また、指定避難所の開設状況等をホームページやＳＮＳ等の多様な手段を活用して周知

するよう努める。 

イ．本部長は、速やかに避難部避難所班を派遣し、指定避難所を開設する。 

ただし、緊急を要する場合で、職員の派遣が困難な場合は、消防団員やあらかじめ要請

した自主防災組織の役員や施設の管理者を開設者とすることができる。 

ウ．指定避難所を開設した場合、総合調整部本部班は、直ちに次の事項を知事及び香芝警

察署長に報告する。（閉鎖したときも同様に報告する） 

（ア）開設の日時、場所 

（イ）箇所数及び収容人員 

（ウ）開設期間の見込み 

（エ）避難対象地区名 

エ．指定避難所の開設期間は、震災発生の日から７日以内とする。 

ただし、収容期間の延長の必要があるときは、期間を延長することができる。 

オ．指定避難所の収容能力を超える避難者が生じた場合は、指定避難所以外の施設でも、

安全性を確認した上で、施設管理者の同意を得て開設する。 

なお、それでも不足するときは、県等への要請などにより、必要な施設の確保を図る。 

 

（２）指定避難所の収容対象者 

ア．住居が全壊、全焼、大規模半壊、半壊、半焼等の被害を受け、居住の場所を失った者 

イ．自己の住家には直接被害はないが、現実に震災に遭遇し、速やかに避難しなければなら

ない者 

ウ．震災により、現に被害を受けるおそれがある者 
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エ．避難指示は発せられないが、緊急に避難することが必要である者 

オ．その他避難が必要と認められる者 

 

２．指定避難所の管理・運営 

（１）管理責任者 

指定避難所の管理責任者は、原則として避難所派遣職員とする。 

ただし、緊急を要する場合で、職員の派遣が困難な場合は、当該施設の管理者、自治会、

自主防災組織等の中から指名した者を管理責任者とすることができる。 

 

（２）自主運営 

避難部避難所班は、自治会、自主防災組織等を中心とした地域住民組織の自主的な活

動によって指定避難所の運営が行われるよう支援する。 

なお、避難者主体の自治組織を設置するにあたっては、女性をはじめとする多様な視点を

幅広く取り入れるものとし、安全、衛生、栄養、育児、介護などの課題やニーズを把握し改善で

きる体制を確立する。 

また、人手不足や長期化等により、避難者による運営が難しい場合は、県（防災統括室）に

連絡する。 

 

（３）ボランティアの役割 

避難部避難所班は、必要に応じてボランティアに対して協力を求める。 

 

（４）指定避難所の管理・運営 

指定避難所の管理・運営については、香芝市避難所運営マニュアルに基づき、以下に留意

するとともに、誰もが健康を維持することができる環境であるよう努めるものとする。 

また、避難生活支援に関する知見やノウハウを有する地域の人材に対して協力を求めるな

ど、地域全体で避難者を支えることができるよう留意する。 

 

ア．避難者の把握 

管理責任者は、避難者名簿（帰宅困難者、屋外避難者を含む。）を作成し、避難者の実

態を把握するとともに、避難部避難所班を通じて情報収集部情報収集整理班に報告する。 

イ．食糧、生活必需品等の請求、受取、配布 

管理責任者は、指定避難所全体で集約された食糧、生活必需品、その他物資の必要数

について、避難部避難所班を通じて市民部市民班及び救援部救援班に報告し、調達を要

請する。 

特に、避難所における食物アレルギーを有する者の把握やアセスメント（対応について判

断すること）の実施、ハラル認証（イスラム教が規定する要件を満たした食品であることを
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証明する認証）に配慮した食料の確保等に努める。 

ウ．情報等の提供 

避難者の不安感の解消と指定避難所内の秩序維持のため、生活情報、応急対策の実

施状況・予定等の情報、避難者心得等を提供する。 

その際、口頭での説明のほか、情報伝達に障害のある避難者に配慮し、掲示板の設置、

チラシの配布等の方法も用いる。 

エ．生活環境への配慮 

管理責任者は、避難所生活の長期化に対応して、避難者のプライバシー保護、テレビ等

の生活機器の確保、入浴支援の実施等、生活環境に注意を払い、常に良好なものとするよ

う努める。 

また、感染症の対策についても留意するよう努める。 

オ．女性や要配慮者への配慮 

指定避難所の生活においては、要配慮者の介護及び性別や子どもに配慮したスペース

（更衣室、洋式トイレ、洗濯干し場、授乳室、交流（遊び）スペース等）、食物アレルギーのあ

る者に配慮した食料や生活用品を確保する。 

また、避難者や指定避難所に係わる運営スタッフ等の心身のケアのために医師や看護

師による巡回の必要性を把握し、必要な措置を講ずるよう努めるとともに、入浴施設設置

の有無及び利用頻度、洗濯等の頻度、暑さ・寒さ対策の必要性、食料の確保、配食等の状

況、ごみの処理状況など、指定避難所の衛生状態等の把握に努め、必要な措置を講ずる。 

このほか、以下の事項に配慮する。 

（ア）管理責任者は、指定避難所を開設した場合、地域住民組織やボランティア等の協力を

得て、高齢者、障がい者、乳幼児、妊婦等の要配慮者を把握し、これらの者に対して健

康状態等について聞き取り調査を行う。 

（イ）管理責任者は、調査の結果に基づき、これらの者が指定福祉避難所、社会福祉施設、

病院等へ入所できるよう避難部避難所班を通じて救援部救援班と協議する。 

また、それら施設等への入居が困難な場合は、指定避難所でも比較的落ち着いた場

所を提供するなどの配慮を行う。 

（ウ）スロープが設置されていない施設の管理責任者は、必要に応じて仮設のスロープを設

置する。 

（エ）女性や要配慮者に配慮したトイレが設置されていない施設の管理責任者は、必要に応

じて仮設トイレの設置・増設等の対応策について避難部避難所班と協議する。 

（オ）女性用物資の保管管理や女性スタッフによる配布体制の確保に努めるほか、性的少

数者が周囲に人がいる状況で受け取りにくい物資は、個別に受け取ることができるよう

配慮する。 

（カ）男女ペアによる巡回警備や防犯ブザーの配布など女性や子育て家庭のニーズに配慮

した運営を行う。 

（キ）女性や子ども等に対する性暴力・ＤＶの発生を防止するため、女性用と男性用のトイレ

を離れた場所に設置する、トイレ・更衣室・入浴施設等は昼夜問わず安心して使用でき

る場所に設置する、照明を増設する、性暴力・ＤＶについての注意喚起のためのポス

ターを掲載する等、女性や子ども等の安全に配慮するよう努めるとともに、警察、病院、



第 3編 地震災害応急対策計画 

第 2 章 災害発生時等の活動 第 7節 指定避難所の開設・運営 

3-55 

女性支援団体との連携の下に、相談窓口情報の提供を行うよう努める。 

（ク）外国人の避難時にあっては、主要な外国語による情報掲示、語学ボランティアの確保

のほか、生活習慣、文化や宗教上の違い（食べ物への配慮等を含む）等にも配慮する。 

カ．指定避難所における新型インフルエンザ等感染症対策のため、避難者の健康管理や避

難所の衛生管理、十分な避難スペースの確保、適切な避難所レイアウト等の必要な措置を

講じるよう努める。 

キ．情報収集部への報告 

管理責任者は、次の事項が発生したときには、直ちに避難部避難所班を通じて情報収

集部情報収集整理班に報告する。 

（ア）被災者の収容を開始したとき。 

（イ）収容者の全部が退出または転出したとき。 

（ウ）収容者が死亡したとき。 

（エ）指定避難所に流行病等が発生したとき。 

（オ）その他報告を必要とする事項が発生したとき。 

 

（５）他の指定避難所への収容 

ア．管理責任者は、地震により多数の被災者が発生し、当該指定避難所では収容できない場

合、本部長の指示のもと、避難者を他の地区の指定避難所に収容する。 

イ．指定避難所だけでは施設が量的に不足する場合には、市及び市以外が所有する施設、ホ

テル・旅館等の民間施設の活用も含め、災害に対する安全性を確認の上、管理者の同意

を得て、可能な限り多くの避難所を開設し、ホームページやアプリケーション等の多様な手

段を活用して周知するよう努める。特に、避難行動要支援者については、被災地域外の地

域にある施設を含め、ホテル・旅館等を実質的に福祉に配慮した避難所として開設できる

よう努める。 

ウ．被災者が自発的に避難している施設等も避難所として位置づけることができることから、

追加開設を行った避難所についても、誰もが健康を維持することができる環境を確保する

よう努める。 

エ．被災地域が広域にわたり、市域内に予定していた指定避難所では被災者の収容ができ

ない場合、本部長は、県を通じて他の市町村への避難を要請する。 

オ．他の指定避難所に避難者を輸送する場合は、その距離を考慮したうえで、輸送手段を判

断する。 

また、避難者の生命、身体保護のため、輸送を必要とする場合は、総務部総務班を通じ

て、市保有の車両または借り上げ車両により輸送を行う。 

 

（６）在宅被災者等への支援 

避難所に避難している被災者だけでなく、在宅の被災者（食事のみ受取りに来る被災者を

含む）等に対しても、避難所において食料や生活必需品を配布し、必要な情報やサービスの

提供を行う。 
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そのため、市は、在宅被災者等の避難者名簿への登録などにより、在宅被災者等の早期

把握に努める。 

 

（７）車中泊者への対応 

避難所ではなく車中泊により避難している被災者等に対しても、次に掲げる事項について

配慮する。 

 

ア．避難所周辺で車中泊をしている避難者に対する健康管理対策（エコノミークラス症候群

防止のための体操の奨励、弾性ストッキングの配付など） 

イ．車中泊者に対する食事配給時間などの情報提供及び配給食料数の把握等（車中泊者

等の避難者名簿への登録） 

ウ．車中泊が長期にならないための屋内避難所への入所等の勧奨 

エ．可能であれば屋根付き民間駐車場を確保し提供 

 

３．指定避難所の閉鎖 

ア．本部長は、震災の状況により避難者が帰宅できる状態になったと認めるときは、指定避難

所の閉鎖を決定し、管理責任者に必要な指示を与える。 

イ．管理責任者は、本部長の指示により避難者を帰宅させるほか、必要な処置をとる。 

ウ．本部長は、避難者のうち住居の倒壊等により帰宅困難な者がある場合については、指定

避難所を縮小して存続させる等の処置をとる。 

 

４．広域一時滞在 

災害の規模、被災者の避難状況、避難の長期化等に鑑み、市の区域外への広域的な避難及

び指定避難所、応急仮設住宅等の提供が必要であると判断した場合、県内の他の市町村への

受入れについては、当該市町村に直接協議する。 

また、他の都道府県の市町村への受入れについては、県に当該他の都道府県との協議を求

めるものとする。 
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第８節 救助・救急活動 

実施担当 消防部、警察 

 

計画方針 
・震災のため生命、身体に危険が及んでいる者あるいは生死不明の状態にある

者を救出し、または捜索してその者を保護するため、救助・救急活動を行う。 

 

１．実施機関 

救援部救援班及び消防部が、香芝警察署と協力して実施する。 

これらのみでは対応できない場合は、隣接する警察署、市町村、県に応援を要請し、特に大規

模災害に際して必要と思われるときは、県に対し自衛隊の派遣を依頼する。 

 

２．救助の対象 

ア．倒壊家屋等の下敷きになった者 

イ．危険な場所や孤立した場所等に取り残された者 

ウ．崖崩れ、山崩れ、地すべり等の土砂災害に遭遇した者 

エ．列車、自動車、航空機等の事故により、危険な状態にある者 

オ．ガス、危険物、薬品の爆発、流出、漏洩等の事故により、危険な状態にある者 

カ．その他、救出、救助を必要とする者 

 

３．救助の方法 

ア．消防部は、救助に必要な車両・特殊機材・救助用資機材等を準備または調達し、迅速に

救助（救出）を実施する。 

イ．延焼火災及び救助事案が同時に多発している場合は、延焼火災現場での人命救助活動

を実施する等、救命効果の高い活動を実施する。 

ウ．救助活動を行う場合は、必要に応じ災害現場に現地本部を設置し、地域住民、自主防災

組織、関係機関とも連携し、救助（救出）を行う。 

また、救助資機材等を備蓄し、自主防災組織、ボランティア等に配付、貸与し、初動時に

おける円滑な救助（救出）の実施を図る。 

 

４．救助・救急活動 

ア．初動期における負傷者の搬送は、現場で判断し、適宜実施する。 

イ．救助・救急活動は、救命措置を必要とする重症者を最優先とする。 



第 3編 地震災害応急対策計画 

第 2章 災害発生時等の活動 第 8節 救助・救急活動 

3-58 

ウ．傷病者等に対する応急手当の実施及び傷病程度に応じた収容先、搬送先等を判断する

とともに、応急救護を実施する。 

 

５．行方不明者の捜索 

消防部は、関係機関との密接な連携のもと、迅速かつ的確に行方不明者の捜索を実施する。 

 

ア．震災の規模等を勘案して、警察との密接な連携のもと、地域住民の協力を得て行方不明

者の捜索を実施する。 

また、関係機関と密接に連絡をとり、行方不明者名簿を作成する。 

イ．行方不明者の捜索期間は、震災発生の日から 10 日以内とする。 

ただし、10 日間を経過してもなお捜索を要する場合には、本部長の指示によって継続し

て実施する。 

ウ．行方不明者捜索中に遺体を発見した場合は、速やかに所定の手続きをとる。 

 

６．相互応援 

市単独では、十分に救助・救急活動が実施できない場合、負傷者を搬送するためヘリコプ

ター等が必要な場合、または資機材が必要な場合は、県、他市町村等に応援を要請する。 
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第９節 医療救護活動 

実施担当 救援班、消防部、本部班 

 

計画方針 
・震災時において、緊急医療及び助産の必要な被災者のうち、混乱等のため医

療及び助産の途を失った者に対する医療援助について以下のとおり実施する。 

 

１．医療情報の収集活動 

救援部救援班は消防部と協力して、医療関係機関と密接な連携のもと、医療施設の被害状

況及び空床状況、市内の薬局等の被災状況等の災害医療情報の迅速かつ的確な把握に努め

る。 

また、地域の医療機関の被災状況及び診療継続状況を把握し、県保健所と情報共有を図る

とともに、保健ニーズの把握に努め、県と協力し避難住民等への保健医療活動を行う。 

なお、市民が常備薬等を入手できなくなる可能性もあることから、市内で診療可能な医療機

関の情報や薬局等における医薬品等の保有状況については、必要に応じて市民等に広報する

よう努める。 

 

２．初期医療体制 

地震発生後、倒壊現場や火災現場等において発生した負傷者に対し、震災現場でトリアージ

判定を行い、負傷者の身体に直接トリアージタッグを付したうえ、応急手当を実施し、重症者を

救急医療機関等へ搬送する。 

また、多くの軽傷者は、指定避難所に開設される救護所や最寄りの医療機関で医療処置を

受ける。 

ただし、救護所が開設されるまでは、本部長は医療救護班を派遣し、応急手当を行う。 

 

３．現地医療対策 

被災市民に対し現地医療活動を実施するため、必要に応じて医療救護所を設置するとともに、

医療救護班を組織・派遣するなど現地医療を確保する。 

なお、市の対応能力のみでは不足する場合は、県保健医療調整本部に保健医療活動チーム

の派遣を要請する。 

 

（１）現地医療の確保 

ア．医療救護所の設置 

救援部救援班は、必要に応じて医療救護所を設置し、運営する。 
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なお、医療救護所を設置した場合は、その旨の標識を設置するとともに、総合調整部本

部班を通じて関係機関に報告を行う。 

（ア）設置基準 

・市内医療機関が被災し、その機能が低下または停止したために、市内医療機関だけ

では対応できない場合 

・傷病者が多数で、市内医療機関だけでは対応できない場合 

・被災地域と医療機関との位置関係、または傷病者数と搬送能力との関係から、被災

地域から医療機関への傷病者の搬送に時間がかかるため、被災地域での対応が必

要な場合 

（イ）設置場所 

医療救護所の設置場所は、あらかじめ選定した予定場所の中から、衛生状態、安全

性を確認のうえ、被害状況に応じて決定する。 

設置予定場所：保健センター、香芝西中学校、香芝中学校、香芝東中学校、香芝北

中学校 

イ．医療救護所の運営 

次の事項に留意のうえ、医療救護所を運営する。 

（ア）医療品、医療用資機材の補給 

（イ）医療用水の確保 

（ウ）交代要員の確保 

（エ）食糧、飲料水の確保 

（オ）携帯電話等通信手段の確保 

（カ）その他医療救護活動に必要な事項 

 

（２）医療救護班の編成・派遣 

救援部救援班は、医療救護所を設置した場合、医療救護班を編成し、派遣する。 

 

ア．医療救護班の編成及び構成 

医療救護班は、医師２名、保健師または看護師２名、補助員２名の計６名を標準として１

班を構成し、震災の規模等の状況に応じて班数を設定する。 

また、歯科医療救護班として、歯科医師１名、歯科衛生士２名、補助員１名の計４名を標

準として１班を構成する。 

イ．派遣要請 

医療救護班が不足する場合は、県及び日本赤十字社奈良県支部に医療救護班の派

遣を要請する。 

なお、県は、必要に応じて医療機関に対し人的・物的支援を行うほか、保健医療活動

チーム（ＤＭＡＴ（災害派遣医療チーム）、ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）、医療救護班

（県内医療関係団体、県内医療関係団体の属する全国組織及びその他の医療関係団体

が派遣する医療救護活動を行うチームをいう。以下同じ。）、保健師等支援チーム、災害支
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援ナース、ＤＨＥＡＴ（災害時健康危機管理支援チーム）等で、保健医療活動を行うチーム

をいう。以下同じ。）の派遣調整、国、近隣府県をはじめとする他公共団体及び日本赤十字

社等に対する保健医療活動チームの派遣要請、並びに関連法令等に基づく所要の指揮

調整など、県内の保健医療活動の実施及び調整を行う。 

 

（３）医療救護班の受入れ、調整 

救援部救援班は、医療救護班の受入窓口を設置するとともに、医療救護所への配置調整

を行う。 

 

４．後方医療活動 

市内及び周辺市町村の病院及び医院は、被災地内の医療機関や医療救護所では対応でき

ない重症患者や、特殊な医療を要する患者等に対する医療を実施する。 

また、これらの後方医療施設への患者の搬送については特に緊急を要するため、輸送手段を

優先的に確保する等特段の配慮を行う。 

 

５．医薬品等の確保供給活動 

救援部救援班は、地域の各種医療機関や薬局の協力を得て、医療救護活動に必要な医薬

品、医療用資機材の調達、供給活動を実施する。 

また、不足が生じた場合は、県に対して供給の要請を行う。 

 

６．個別疾病対策 

市は、医療機関等を通じて施設の被災状況・稼働状況及び患者等の状況把握を行い、県と

の情報共有に努める。 

また、専門医療が必要となる人工透析、難病、循環器疾患、消化器疾患、血液疾患、小児医

療、周産期医療、感染症、アレルギー疾患、精神疾患、歯科疾患等の疾病に対する対策を講じ、

医療機関及び各専門医会等関係機関と協力して、それぞれ現地医療活動、後方医療活動等を

行う。 

さらに、必要に応じ、県へ応援要請を行うとともに、医療機関及び他府県市等と連携し、災害

時における在宅難病患者の搬送及び救護体制の支援に努める。 

 

７．避難所での保健活動 

避難所における保健活動については、以下の事項に留意する。 

 

ア．避難所の保健活動は、環境面・運営面・住民支援・情報管理等の分類で行う。 

イ．避難所でも起こりやすい健康課題（エコノミークラス症候群・感染症・ストレス関連障害・



第 3編 地震災害応急対策計画 

第 2章 災害発生時等の活動 第 9節 医療救護活動 

3-62 

便秘等）の予防と対策を行う。 

ウ．避難所開設直後に、被害状況や設備状況、要配慮者の避難状況等を迅速に情報収集し、

被災地域を管轄する県保健所に設置された地域保健医療調整本部を通じて県保健医療

調整本部に報告する。 
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第１０節 二次災害の防止 

実施担当 
調査復旧班、情報収集整理班、本部班、総務班、避難所班、上水道班、下水道

班、施設管理者、警察 

 

計画方針 

・本震後の地震活動による地すべり、崖崩れ及び建築物の倒壊、地震火災によ

る延焼等に備えて、二次災害防止対策を講じるとともに、二次災害への心構え

について市民の啓発に努める。 

 

１．二次的な土砂災害の防止 

建設部調査復旧班は、本震後の地震活動あるいは降雨等による二次的な土砂災害を防止

するために、総合調整部本部班を通じて、県に対し斜面判定士の出動要請を行う。 

斜面判定士は、土砂災害のおそれのある箇所や被災施設に対する点検を行い、その結果危

険性が高いとされた箇所については、関係機関や地域住民に周知を図り適切な応急対策を行

うとともに、災害の発生のおそれのある場合は速やかに避難対策を実施する。 

 

２．公共土木施設等 

建設部調査復旧班は、二次災害を防止するため、公共土木施設や危険箇所の被害状況等

を早急に把握し、必要に応じて応急措置を講じる。 

また、大規模な復旧工事に必要となる作業ヤードや進入路の確保については、水利組合など

地元に協力を依頼し、所有者との協議により用地を確保する。 

なお、応急対策の実施の際は、以下に留意する。 

 

ア．職員を現場へ向かわせる際の安全対策の徹底 

イ．複数人での対応 

ウ．専門知識者の確保 

エ．関係団体（奈良県土地改良事業団体連合会など）への協力要請 

オ．ブルーシートや土嚢袋等応急的な対処に必要な資材の確保 

 

（１）道路、橋りょう 

ア．被害状況の把握 

道路や橋りょうの被害状況、障害物等の状況を把握するとともに、危険箇所の早期発見

に努める。 

イ．他の道路管理者への通報 

市管理道路以外の道路が損壊等によって通行に支障を来している場合は、総合調整部
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本部班を通じて当該道路管理者に通報し、応急措置の実施を要請する。 

ただし、事態が緊急を要し、当該道路管理者による応急措置を待ついとまのない場合は、

必要最小限の範囲で応急措置を講じるとともに、当該道路管理者にその旨を報告する。 

ウ．避難及び立入制限 

著しい被害を生じるおそれがある場合は、速やかに関係機関及び市民に周知するととも

に、必要に応じて適切な避難対策及び危険箇所への立入制限を実施する。 

エ．応急措置 

被害を受けた市管理道路について、優先順位の高いものから障害物の除去、仮復旧措

置を講じる。 

また、市単独での応急復旧が困難な場合は、総合調整部本部班を通じて国土交通省ま

たは県に対し応援を要請する。 

 

（２）河川、水路、ため池 

ア．被害状況の把握 

護岸の被害状況、水路の橋脚・工事箇所の仮設物等に係る浮遊物等の障害物の除去、

ため池の被害状況を把握するとともに、危険箇所の早期発見に努める。 

イ．河川管理者、ため池管理者への通報 

市の所管施設以外の被害や障害物等を発見した場合は、総合調整部本部班を通じて

当該施設管理者に通報し、応急措置の実施を要請する。 

ウ．避難及び立入制限 

著しい被害を生じるおそれがある場合は、速やかに関係機関及び市民に周知するととも

に、必要に応じて適切な避難対策及び危険箇所への立入制限を実施する。 

エ．応急措置 

障害物の除去、応急排水、被害を受けた堤防、護岸、水門等の仮復旧措置を速やかに

実施するとともに、市の所管施設以外の応急措置に協力する。 

また、市単独での応急復旧が困難な場合は、総合調整部本部班を通じて県に対し応援

を要請する。 

なお、応急措置完了後は、二次災害を防止するために、決壊すると被害が大きい河川の

築堤部分や道路と効用を兼ねる堤防などの重要構造物、山地部の土砂や流木等の河道

閉塞について巡視を行い、必要に応じて応急工事を迅速かつ適正に行う。 

 

３．建築物 

（１）公共建築物 

総務部総務班及び避難部避難所班は、公共建築物の被害状況を早急に把握し、必要に

応じて応急措置を行う。 

また、建設部調査復旧班は、二次災害を防止するため応急危険度判定を実施する。 
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ア．市所管の公共建築物 

市が所管する公共建築物のうち、防災関連業務に必要な施設に被害が生じている場合

は、被害状況に応じて応急措置を講じる。 

（ア）危険個所があれば緊急に復旧措置を講じる。 

（イ）機能確保のため、必要限度内の復旧措置を講じる。 

（ウ）電気・ガス・通信等の応急措置及び補修が必要な場合は、総合調整部本部班を通じ

て関係機関に応急措置の実施を要請する。 

（エ）応急措置が不可能な場合は、建物内への立入禁止措置や避難対策等の二次災害防

止対策を講じる。 

（オ）防災関連業務の実施のため必要がある場合は、仮設建築物の建設を手配する。 

イ．市所管以外の公共建築物 

市の所管以外の公共建築物に被害が生じている場合は、総合調整部本部班を通じて

当該施設管理者に通報し、必要に応じて応急措置の実施を要請する。 

 

（２）民間建築物 

建設部調査復旧班は、総務部被害調査班が実施した被害状況調査に基づき、民間建築

物の応急危険度判定を行う。 

また、総合調整部本部班を通じて被害状況を県に報告する。 

 

（３）被災建築物応急危険度判定・被災宅地危険度判定 

住宅の被害程度の調査を行う際は、必要に応じて、被災者が撮影した住家の写真等を活

用するなど適切な方法により実施する。 

 

ア．被災建築物応急危険度判定・被災宅地危険度判定作業の準備 

判定作業に必要な次のものを準備するとともに、実施に当たり被災建築物応急危険度

判定士・被災宅地危険度判定士の人数や資機材が不足する場合は、県に支援要請を行

う。 

（ア）住宅地図等の準備、割当区域の計画 

（イ）被災建築物応急危険度判定士・被災宅地危険度判定士の受入れ名簿の作成 

（ウ）震災に係る住家・宅地の被害認定基準運用指針、調査表、判定標識、備品等の交付 

イ．調査の体制 

各判定士を中心として、２人１組の判定チームを編成し、調査を実施する。 

ウ．判定結果の通知 

判定結果については、判定ステッカーの貼付等によって建築物の所有者等にその応急

危険度を周知し、崩壊等の危険性が高い場合は、立ち入り禁止等の措置を執るよう勧告

する等、二次災害の防止に努める。 

エ．相談窓口の設置 

判定結果に対する相談等に対応するための相談窓口を設置する。 
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４．危険物等 

爆発、漏洩等の二次災害を防止するため、奈良県広域消防組合及び関係者は、危険物施設、

高圧ガス施設、火薬類貯蔵所、毒物・劇物の施設を保有する管理者に対し、施設の点検及び応

急措置を講じるよう要請する。 

また、市は、周辺住民に対する災害発生の広報活動を行う。 

 

（１）施設の点検、応急措置 

爆発、漏洩等の二次災害を防止するため、施設管理者に対し、施設の点検及び必要な応

急措置を講じるよう要請する。 

また、必要に応じて立入検査を行うなど適切な処置を講じる。 

 

（２）避難及び立入制限 

爆発、施設の倒壊等によって著しい被害が生じるおそれがある場合は、速やかに施設管理

者に対し、市民等への連絡及び適切な避難対策を実施するよう要請する。 

また、必要に応じ、被災施設及びその周辺の危険物区域へ立入制限を実施するよう要請

する。 

 

５．ライフラインの緊急対応 

（１）被害状況の報告 

ア．上下水道部上水道班及び下水道班は、地震が発生した場合には、速やかに所管施設設

備の被害状況を調査し、情報収集部情報収集整理班に報告する。 

なお、被害が生じた場合には、総合調整部本部班を通じて県に報告する。 

イ．ライフライン事業者は、地震が発生した場合には、速やかに所管する施設設備の被害状況

を調査し、情報収集部情報収集整理班及び県に報告する。 

 

（２）各事業者における対応 

ライフライン施設設備の被害拡大の防止や必要機能の確保、二次災害の防止のため、必

要となる措置を講じる。 

また、必要に応じて、県、奈良県広域消防組合、警察等の関係機関に通報するとともに、付

近の地域住民に周知する。 

 

ア．上下水道施設 

上下水道部上水道班及び下水道班は、被害の拡大のおそれがある場合、直ちに施設の

稼働の停止、または制限を行い、情報収集部情報収集整理班に報告する。 
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また、必要に応じて、総合調整部本部班を通じて県に通報するとともに、情報収集部情

報収集整理班と連携して付近の地域住民に周知する。 

イ．その他のライフライン 

（ア）電力、ガスの各事業者は、感電事故、漏電火災及びガスの漏洩等による二次災害が

発生するおそれがある場合は、それぞれの危険予防措置を講じるとともに、市、県、警察

及び付近の地域住民に周知する。 

（イ）電気通信事業者は、震災のため通信が途絶し、または通信の輻輳が発生した場合、災

害措置計画に沿った臨時回線の作成、中継順路の変更等疎通確保の措置及び臨時

公衆電話の措置を実施する。 

また、通話が著しく困難な場合は、重要通信を確保するため、契約約款に定めるとこ

ろにより、通信の利用制限等の措置を行い、著しく通信の輻輳が発生した場合は、安否

等の情報を円滑に伝達できる災害用伝言ダイヤル等を速やかに提供する。 
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第１１節 緊急輸送活動 

実施担当 調査復旧班、本部班、総務班、道路管理者 

 

計画方針 
・災害時の消火・救助・救急、医療並びに緊急物資の供給を迅速かつ的確に実

施するための緊急輸送活動に努める。 

 

１．緊急輸送道路の決定と確保 

（１）道路施設の調査・点検 

建設部調査復旧班は、道路管理者等と連携して、あらかじめ選定した市指定の緊急輸送

道路の中から使用可能な道路を把握するため、被害状況調査に必要な機材・人員を確保し、

当該道路施設の被害状況及び安全性の点検を行う。 

 

（２）県への点検結果の報告等 

総合調整部本部班は、道路施設の点検結果を県及び警察に報告するとともに、市域に流

入するその他の道路について、県から情報を収集する。 

 

（３）緊急輸送道路の決定 

建設部調査復旧班は、県、警察、道路管理者と協議のうえ、道路施設の点検結果を踏まえ、

被災地の状況、緊急輸送活動等の状況に基づき、確保すべき緊急輸送道路を決定する。 

 

（４）緊急輸送道路の道路啓開 

建設部調査復旧班は、市指定の緊急輸送道路を確保するため、道路啓開に必要な人材、

資機材等を民間業者等の協力を得て調達し、市管理道路の啓開作業を行う。 

また、他の道路管理者等が行う道路啓開作業に協力するとともに、必要に応じて啓開作業

を行う。 

 

２．輸送手段の確保 

総務部総務班は、避難者及び災害応急対策の実施に必要な人材や資機材等を輸送するた

め、市の所有する車両を活用するほか、運送業者等の車両を調達し、緊急物資や災害復旧資

機材等の緊急輸送体制を確保する。 
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（１）車両の確保 

総務部総務班は、市が所有するすべての車両の集中管理を行い、車両が不足する場合は、

運送業者等に協力を依頼する。 

市内で車両の確保が困難な場合は、次の事項を明示して他市町村または県に斡旋を要

請する。 

 

ア．輸送区間及び借上期間 

イ．輸送人員または輸送量 

ウ．車両等の種類及び台数 

エ．集結場所及び日時 

オ．車両用燃料の給油場所及び給油予定量 

カ．その他必要事項 

 

（２）配車計画 

ア．輸送の優先順位 

輸送は、次の項目について行うが、車両の配車、運用に当たっての基本的な優先順位は、

おおむね以下の順とする。 

（ア）負傷病者、要配慮者等の被災者の輸送 

（イ）被災者の避難のための人員の輸送 

（ウ）医療救護のための人員及び資機材の輸送 

（エ）被災者救出のための人員及び資機材の輸送 

（オ）公共施設の応急復旧のための人員及び資機材の輸送 

（カ）飲料水の供給のための物資の輸送 

（キ）緊急物資の輸送 

（ク）その他災害対策に必要な人員及び物資の輸送 

イ．配車手続等 

（ア）総務部総務班は、各部各班で所有する車両及び運送業者等から調達した車両につい

て、総合的に調整し、配分する。 

（イ）車両の運行に必要な人員は、原則として各班の要員をもってあてる。 

（ウ）防災関係機関から要請があったときは、待機車両の活用等により可能な限り協力する。 

 

（３）緊急通行車両の確認 

ア．事前届出済みの車両 

災害対策基本法に基づく交通規制が実施された場合、緊急通行車両等事前届出済証

の交付を受けている車両については、直ちに緊急通行車両の確認を行い、標章及び緊急

通行車両確認証明書の交付を受ける。 

イ．震災発生後の届出 

災害対策基本法に基づく交通規制が実施された場合、総務部総務班が運送業者等か
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ら調達した車両については、直ちに自動車検査証等の必要書類を警察に持参し、緊急通

行車両としての申請を行う。 

ウ．緊急通行車両標章は、車両前面の見やすい位置に掲示し、緊急通行車両確認証明書は

車両に備え付ける。 

 

（４）車両以外の輸送手段 

道路、橋りょうの損壊等により輸送できない場合、若しくは著しく緊急性を要する場合には、

鉄道や航空機等による輸送計画を作成し、被災地域の状況に応じた輸送体制を確保する。 
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第１２節 交通規制 

実施担当 調査復旧班、本部班、情報収集整理班、道路管理者、警察 

 

計画方針 
・県公安委員会、警察との連携のもと、交通の混乱を最小限にとどめ、被災者の

安全な避難と緊急車両等の通行を確保するため、交通規制を実施する。 

 

１．交通規制の実施責任者 

震災によって、交通施設、道路等に危険な状況が予想され、または発見したとき、若しくは通

報によって認知した場合は、次の区分により区間を定めて道路の通行を禁止し、または規制を行

うが、道路管理者及び警察は、密接な連携のもとに適切な措置を講じる。 

 

■交通規制の実施責任者及び範囲 

区  分 実施責任者 範      囲 根 拠 法 

道路管理者 

国土交通大臣 

知  事 

市  長 

１．道路の破損、決壊その他の事由によって、

危険であると認められる場合 

２．道路に関する工事のため、やむを得ない

と認める場合 

道路法 

第46条第１項 

警  察 

公安委員会 

震災が発生し、または発生しようとしてい

る場合において、災害応急対策が的確かつ

円滑に行われるようにするため、必要がある

と認められる場合 

災害対策基本法 

第76条 

道路における危険を防止し、その他交通

の安全と円滑化を図るため、必要があると認

められる場合 

道路交通法 

第４条第１項 

警察署長 

道路交通法第４条第１項に基づき、公安

委員会の行う規制のうち、適用期間が短い

場合 

道路交通法 

第５条第１項 

警察官 

道路における交通が著しく混雑するおそ

れがある場合 

道路交通法 

第６条第２項 

道路の破損、火災の発生、その他の事情

によって、道路において交通の危険が生じ、

またはそのおそれがある場合 

道路交通法 

第６条第４項 
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２．道路管理者による交通規制 

建設部調査復旧班は、市が管理する道路について、道路の損壊、欠壊等によって交通が危険

であると認められる場合、または災害道路の応急復旧等の措置を講じる必要がある場合には、

警察と協議し、道路法に基づく通行の禁止または制限を実施する。 

 

３．県公安委員会、県警察による交通規制 

災害応急対策活動を実施するため必要があると認めるときは、指定緊急避難場所・指定避

難所の状況、道路の被害程度等を考慮して決定した緊急輸送道路について、緊急自動車以外

の車両の通行禁止・制限等の交通規制を行う。 

 

４．警察官、自衛官及び消防吏員による措置命令 

警察官は、通行禁止区域等において、車両その他の物件が緊急通行車両の通行の妨害とな

ることによって災害応急対策の実施に障害が生じるおそれがあると認める場合は、災害対策基

本法第 76 条の３に基づき、車両その他の物件の所有者等に対して緊急通行車両の円滑な通

行を確保するために必要な措置を命じる。 

また、災害派遣を命じられた部隊等の自衛官及び消防吏員は、災害対策基本法第 76 条の

３に基づき、警察官がその場にいない場合に限り、自らの緊急通行車両の通行のため、同様の

措置を講じる。 

 

５．相互連絡 

総合調整部本部班は、道路管理者、県公安委員会、県警察と被災地域の実態、道路及び交

通の状況に関する情報を相互に交換するとともに、交通規制を必要とする場合には、事前に道

路の通行、制限の対象、区間、理由等を相互に協議する。 

 

６．交通規制の標識等の設置 

建設部調査復旧班は、車両の通行を禁止し、または制限する措置を講じた場合は、緊急かつ

一時的な場合を除き、法令の定めに基づき、車両の通行の禁止または制限の対象、区間、期間

等を表示した道路標識等を設置する。 

 

７．広 報 

情報収集部情報収集整理班は、道路における車両の通行禁止等の交通規制の措置を講じ

た場合には、前記措置のほか、警察、報道機関等を通じて、消防機関、医療機関、自衛隊、交通

関係事業者、ライフライン事業者等、緊急輸送活動に係る関係機関等に対して、その状況を連



第 3編 地震災害応急対策計画 

第 2章 災害発生時等の活動 第 12 節 交通規制 

3-73 

絡するとともに、市民に対しても、規制内容、迂回路について広報する。 
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第１３節 災害救助法の適用 

実施担当 本部班 

 

計画方針 
・一定規模以上の震災に際しての救助活動については、災害救助法の適用を

申請し、法に基づいて実施する。 

 

１．救助の実施 

災害救助法に基づく救助活動は、知事が実施し、市長がこれを補助する。 

ただし、震災の事態が急迫し、知事による救助活動の実施や県の通知等を待つことができな

い場合、市長は災害救助法に定める救助活動を実施するとともに、事後速やかに知事に報告し、

指示を受ける。 

また、知事の職権の一部を委任された場合は、委任された救助事項については、市長が実施

責任者となって応急救助活動を実施する。 

 

■災害救助法における救助の種類及び実施機関 

救助の種類 実施機関 

１ 避難所の設置 

２ 応急仮設住宅の供与 

３ 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給 

４ 被服、寝具その他生活必需品の給与または貸与 

５ 医療及び助産 

６ 被災者の救出 

７ 被災した住宅の応急修理 

８ 生業に必要な資金の貸与 

９ 学用品の給与 

10 埋葬 

11 遺体の捜索及び処理 

12 震災によって住居またはその周辺に運ばれた土石、竹木等で日常生活

に著しい支障を及ぼしているもの（障害物）の除去 

知 事 

及び 

市 長 

 

２．適用基準 

災害救助法の適用基準は、当該市町村の区域及び当該市町村の区域を包括する都道府県

の区域内の人口規模と、住家に被害を受けた世帯の数及びその程度に応じて定められており、

本市においては以下の基準で適用を受ける。 
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ア．市域内の住家滅失世帯が 80 世帯以上に達するとき。 

イ．県下の住家滅失世帯数が 1,500 世帯以上であって、市域内の住家滅失世帯数が 40

世帯以上に達するとき。 

ウ．県下の住家滅失世帯数が 7,000 世帯以上である場合であって、市域内の住家滅失世

帯数が多数であるとき。 

エ．震災が隔絶した地域に発生したものである等、震災にかかった者の救護を著しく困難とす

る特別の事情がある場合で、かつ多数の世帯の住家の滅失があるとき。 

オ．多数の者が生命若しくは身体に危害を受け、または受けるおそれが生じたとき。 

 

３．住家滅失世帯数の算定基準 

ア．全壊（焼）世帯は１世帯とする。 

イ．半壊または半焼する等著しく損傷した世帯は、２世帯をもって１世帯とする。 

ウ．床上浸水、土砂の堆積等で一時的な生活困難世帯は３世帯をもって１世帯とする。 

 

４．適用手続 

ア．市長は、災害が発生し市民等に被害が生じている場合は、迅速かつ正確に被害状況を調

査把握し、速やかに知事に報告するとともに、法適用について協議または適用申請を行う。 

イ．報告は、おおむね次に定める程度の災害を全て報告する。 

（ア）市における震災の程度が適用基準のいずれかに該当するもの 

（イ）その後被害が拡大するおそれがあり、同法の適用基準に該当する見込みがあるもの 

（ウ）被害が２市町村以上にわたる広域的で大規模なもの 

（エ）災害の状況及び社会的影響等から報告の必要があると認められるもの 

（オ）その他特に報告の指示があったもの 

ウ．震災の事態が急迫して、知事による救助の実施を待ついとまがないときは、災害救助法に

よる救助に着手し、その状況を直ちに知事に報告するとともに、その後の措置について知事

の指揮を受けなければならない。 

 

５．救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準 

災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準は、「災害救助法によ

る救助の程度、方法及び期間早見表」（資料編 資料３－７）に示すとおりであるが、救助の期間

については震災の規模、被害の程度等、震災の状況により応急救助に必要な範囲内において

内閣総理大臣の承認を得て延長することができる。 

 

６．費 用 

災害救助法第 33 条により、救助に要する費用は県が支弁する。 
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ただし、同法第 36 条により国庫は一定の割合で県が支弁した救助費の一部を負担する。 

 

７．県の小災害に対する救助内規 

市域で、「災害救助法」の適用基準に達しないが、県の「小災害に対する救助内規」における

小災害の範囲に達する場合、同内規に基づき知事が応急救助を実施する。 

この応急救助に対応して各部各班は、別に定めた所掌事務により被災者に応急救助を実施

する。 

 

８．日本赤十字社による救助 

日本赤十字社奈良県支部は内規に基づき、下記の救助を行う。 

 

（１）全・半壊及び全・半焼の場合 

 

毛 布 １人に対して１枚（11 月～翌３月は２枚） 

日用品セット １世帯に対して１個（内容は４人分） 

バスタオル １人に対して１枚 

布 団 １人に対して１組 

 

（２）床上浸水または指定避難所等に避難の場合 

 

毛 布 １人に対して１枚（11 月～翌３月は２枚） 

緊急セット １世帯に対して１個（内容は４人分） 

 

（３）死亡者の遺族 

 

見舞金 

１人に対して 20,000 円 

ただし、災害救助法が適用された場合、バスタオル、布団及び弔慰金

を除く。 
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第１４節 支援・受援体制の整備 

実施担当 本部班、要員班、関係各部各班 

 

計画方針 

・県内において地震が発生し、県及び被災市町村では応急対応または、応援措

置等の実施が困難な場合に、他の市町村、都道府県及び防災関係機関から

の支援を迅速かつ円滑に受けることができるよう整備する。 

 

１．支援体制の整備（市外で震災が発生した場合） 

（１）被災地への人的支援 

総合調整部本部班及び情報収集部要員班は連携して、震災時における応援協定、全国

市長会からの要請等に基づいて、被災地に迅速に職員を派遣する。 

なお、感染症対策のため、応援職員の派遣に当たっては、派遣職員の健康管理やマスク着

用等を徹底する。 

 

（２）避難者の受け入れ対応 

関係各部各班は、社会福祉法人、ＮＰＯ団体、ボランティア等と連携して、訪問調査や相談

総合窓口（ワンストップサービス）の設置を行うなど、被災者のニーズをきめ細かく把握し、住

居の確保や学校の手続など、生活全般について思いやりを持って対応する。 

また、県と連携して、避難してきた被災者に関する情報を把握し、被災自治体と被災者情報

を共有する。 

 

２．受援体制の整備（市内で震災が発生した場合） 

（１）県内市町村の相互協力 

市内で震災が発生し、本市だけでは十分な応急対策を実施することができない場合には、

市町村相互応援協定に基づき、県内市町村による応援・協力が実施されることから、市は受

入体制を整備し、連携して応急対策を実施する。 

 

（２）関係機関への応援要請 

総合調整部本部班は、震災規模が大きく対応できない場合は、県を通じて、関係機関への

応援要請を行う。 

 

ア．自衛隊 
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イ．緊急消防援助隊 

ウ．日本赤十字社 

 

※第３編第２章第３節、第４節及び第９節を参照 
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第１５節 交通の安全確保 

実施担当 調査復旧班、情報収集整理班、本部班、施設管理者、警察 

 

計画方針 
・地震発生時における迅速かつ的確な初動対応を行うとともに、利用者の安全

確保のための対策を講じる。 

 

１．道路施設 

（１）被害状況の報告 

建設部調査復旧班は、地震が発生した場合には、速やかに市域の道路の被害状況を調査

し、情報収集部情報収集整理班に報告する。 

なお、被害が生じた場合には、総合調整部本部班を通じて県に報告する。 

 

（２）他の道路管理者への通報 

市が管理する以外の道路に被害が生じている場合は、総合調整部本部班を通じて当該道

路管理者に適切な措置を講じるよう通報する。 

 

（３）各道路管理者における対応 

建設部調査復旧班及びその他の道路管理者は、利用者の安全確保のための対策を講じ

る。 

 

ア．あらかじめ定めた基準に基づき、通行の禁止または制限、若しくは速度制限を行う。 

イ．負傷者には、応急救護の措置を講じるとともに、必要に応じて、奈良県広域消防組合及び

警察に通報し、出動の要請を行う。 

ウ．交通の混乱を防止するため、通行車両の迂回路への誘導等適切な措置を講じる。 

 

２．鉄道施設 

（１）被害状況の報告 

調査部被害調査班は、地震が発生した場合には、各鉄道施設管理者と連携して、速やか

に市域の鉄道施設の被害状況を調査し、情報収集部情報収集整理班に報告する。 

なお、被害が生じた場合には、総合調整部本部班を通じて県に報告する。 
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（２）交通機関の管理者における対応 

交通機関の管理者は、利用者の安全確保のための対策を講じる。 

 

ア．あらかじめ定めた基準に基づき、列車の緊急停車、運転の見合せまたは速度制限を行う。 

イ．負傷者には、応急救護の措置を講じるとともに、必要に応じて、奈良県広域消防組合及び

警察に通報し、出動の要請を行う。 

ウ．乗客の混乱を防止するため、適切な車内放送及び駅構内放送を行うとともに、状況に応

じて安全な場所への誘導を行う。 
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第１６節 帰宅困難者対策 

実施担当 情報収集整理班、救援班、市民班、避難所班 

 

計画方針 

・震災発生直後に、人々が一斉に徒歩帰宅を開始した場合、路上や鉄道駅周辺

で大混雑が発生し、集団転倒等の二次災害が発生するおそれがあることから、

早期に「むやみに移動を開始しない」という基本原則や安否確認手段について

平常時から積極的に呼びかけるとともに、帰宅困難者への速やかな情報提供

や状況が落ち着いた後の帰宅支援を実施する。 

 

１．発災直後の対応 

（１）一斉帰宅抑制の呼びかけ 

情報収集部情報収集整理班は、発災直後の一斉帰宅行動を抑制するため、市民、企業等

に対して、むやみに移動を開始しないことの呼びかけを行う。 

 

（２）事業所等における対応 

事業所等は、従業員等の発災直後の一斉帰宅行動を抑制するため、施設の安全を確認し

た上で、施設内または安全な場所に待機させる。 

 

（３）集客施設や駅等における対応 

集客施設や公共交通機関等の事業者は、施設の安全を確認後、利用者を施設内の安全

な場所で保護する。 

 

２．帰宅困難者への情報提供 

情報収集部情報収集整理班及び市民部市民班は、帰宅困難者に対し、地震に関する情報、

地域の被害情報、交通状況に関する情報などについて、交通事業者と協力して駅前に情報を

掲示するほか、災害時帰宅支援ステーションとなるコンビニエンスストア、ガソリンスタンド等と協

力してトイレ利用や情報の提供を行うなど、帰宅支援となる情報を提供する。 

また、大規模災害発生時に徒歩帰宅者が円滑に帰宅できるよう、出発地と目的地を入力す

るだけで、徒歩帰宅ルートの沿道にある災害時帰宅支援ステーション等をインターネット上の地

図で確認できる「関西広域連合 帰宅困難者 NAVI（ナビ）」の活用を周知する。 

言葉に不自由な外国人に対しては、ボランティアや地域住民等の協力を得て、チラシ等を利

用して、必要な情報を提供する。 
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３．応急食糧・飲料水・生活必需品の供給 

救援部救援班及び市民部市民班は、帰宅困難者の状況を把握し、必要に応じて、応急食糧、

飲料水、毛布等を提供する。 

 

４．一時滞在施設の開設 

避難部避難所班は、あらかじめ選定した指定避難所等について、施設の安全を確認した上

で、一時滞在施設として開設する。 
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第１７節 大規模消火対策 

実施担当 消防部 

 

計画方針 
・被害状況の早期把握に努め、部隊配備を確立するとともに、関係機関と相互

に連携を図りつつ、迅速かつ的確な消火活動を実施する。 

 

１．消火活動 

消防部は、出火・延焼災害時に際し、消防の機能を最大限に発揮して、災害から市民の生命、

身体、財産を保護し、その被害を軽減することを目的として次のとおり実施する。 

 

（１）活動の基本 

職員は、同時に多数の火災、救助・救急事象が発生することを認識し、自己隊の責任で対

処する決意をもって消防力を最大限に発揮し、効果的な火災現場活動及び救助・救命活動

に努めなければならない。 

 

（２）火災出動の原則 

消防力が火勢に対して優勢な場合は、先制防御活動により一挙鎮滅を図り、消防力が下

回るときは、震災消防活動の効率性を確保するため、次の原則により出動する。 

 

ア．避難地、避難路確保の優先 

延焼火災が発生した場合は、人命の安全を優先とした避難地、避難路確保の防御を行

う。 

イ．重要地域防御の優先 

同時に複数の延焼火災が発生した場合は、重要かつ危険度の高い地域を優先して防

御を行う。 

ウ．消火可能地域防御の優先 

同地域に複数の延焼火災が発生した場合は、消火可能地域を優先に防御を行う。 

エ．重要対象物防御の優先 

同時に複数の延焼火災が発生した場合は、重要対象物を優先に防御を行う。 

 

２．相互応援協定 

市の消防力では対応できない場合は、奈良県消防広域相互応援協定に基づく協定市町村

に応援を要請する。 
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また、奈良県消防広域相互応援協定に基づく応援をもってしても対処できない場合は、知事

に対し応援要請を行う。 

応援を要請した場合は、次の受入体制を整備する。 

 

ア．応援消防隊の結集場所、誘導方法の明確化 

イ．応援消防隊との指揮命令・連絡体制の明確化 

ウ．応援消防隊の種別、隊数、資機材の把握 

エ．資機材の手配 

オ．応援消防隊の野営場所、ヘリポートの確保 
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第１８節 市が自ら管理等を行う施設等に関する対策 

実施担当 関係各部各班 

 

計画方針 

・各施設の管理者及び工事等の担当者は、南海トラフ地震臨時情報の発表や

地震発生に際して、各施設利用者の安全確保や災害応急対策の実施上重要

な建物に対する措置などを適切に措置を講じる。 

 

１．不特定かつ多数の者が出入りする施設 

市が管理する庁舎、会館、社会教育施設、社会体育施設、社会福祉施設、図書館、学校等の

管理上の措置は、おおむね次のとおりである。 

 

（１）各施設に共通する事項 

ア．地震情報等の入場者等への伝達 

イ．入場者等の安全確保のための退避等の措置 

ウ．施設の防災点検及び設備、備品等の転倒、落下防止措置 

エ．出火防止措置 

オ．水、食料等の備蓄 

カ．消防用設備の点検、整備 

キ．非常用発電装置の整備、防災行政無線、テレビ、ラジオ、コンピュータなど情報を入手する

ための機器の整備 

 

（２）個別事項 

ア．学校等にあっては、当該学校等に保護を必要とする生徒等がいる場合（特別支援学校

等）、これらの者に対する保護の措置 

イ．社会福祉施設にあっては、重度障がい者、高齢者等、移動することが不可能または困難な

者の安全の確保のための必要な措置（具体的な措置内容は施設ごとに定める） 

 

２．災害応急対策の実施上重要な建物に対する措置 

ア．災害対策本部が設置される庁舎等の管理者は、１の（１）に掲げる措置をとるほか、次に

掲げる措置をとる。 

また、災害対策本部等を、市が管理する施設以外の施設に設置する場合は、その施設の

管理者に対し、同様の措置をとるよう協力を要請する。 

（ア）自家発電装置、可搬式発電機等の整備による非常用電源の確保 
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（イ）無線通信機等通信手段の確保 

（ウ）災害対策本部開設に必要な資機材及び緊急車両等の確保 

イ．この推進計画に定める指定避難所または応急救護所が設置される学校、社会教育施設

等の管理者は、１の（１）または（２）に掲げる措置をとるとともに、市が行う指定避難所また

は応急教護所の開設に必要な資機材の搬入、配備に協力する。 

 

３．工事中の建築等に対する措置 

工事中の建築物その他の工作物または施設については、工事を中断する。 
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第３章 応急復旧期の活動 
 

項 目 実施担当 

第１節 緊急物資の供給 上水道班、市民班、救援班、避難所班、

情報収集整理班 

第２節 防疫・保健衛生活動 救援班、本部班 

第３節 ライフラインの確保 上水道班、下水道班、本部班、情報収集

整理班、関係事業者 

第４節 交通の機能確保 調査復旧班、施設管理者 

第５節 建築物・住宅応急対策 調査復旧班、総務班 

第６節 農林関係応急対策 調査復旧班 

第７節 応急教育等 避難所班 

第８節 文化財災害応急対策 避難所班、施設所有者・管理者 

第９節 廃棄物の処理等 環境班、本部班 

第 10 節 遺体の収容・処置・埋火葬等 環境班、本部班 

第 11 節 ボランティア等の自発的支援の受入れ 救援班、本部班、総務班、要員班 

第 12 節 社会秩序の維持 情報収集整理班、本部班 

第 13 節 愛がん動物の収容対策 環境班 

第 14 節 災害緊急事態の布告及び特定大規模

災害の指定 

本部班 

 

第１節 緊急物資の供給 

実施担当 上水道班、市民班、救援班、避難所班、情報収集整理班 

 

計画方針 

・震災に際して家屋の滅失、損壊等により飲料水、食糧、生活必需品の確保が

困難な地域住民に対して、迅速に必要な物資を供給するよう努める。 

・被災者の生活の維持のため必要な食料、飲料水、燃料、毛布等の生活必需品

等を効率的に調達・確保し、ニーズに応じて供給・分配を行えるよう、関係機関

の備蓄する物資・資機材の供給や物資の調達・輸送に関し、物資調達・輸送調

整等支援システム等を活用して情報共有を図り、相互に協力するよう努める。 
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１．給水活動 

（１）情報の収集 

上下水道部上水道班は、地震発生後、早期に次の情報を集約・整理して、被害の範囲・規

模を把握する。 

 

ア．配水場等上水道施設の状況を確認し、貯水量の把握を行う。 

イ．給水区域の断水状況の収集・把握を行う。 

 

（２）給水の実施 

上下水道部上水道班は、把握した情報に基づき応急給水計画を作成し、応急給水を実施

する。 

 

ア．給水対象者 

（ア）地震により上水道施設が被災し、飲料水を得ることができない者 

（イ）飲料水の汚染等により、飲料に適した水を得ることができない者 

イ．目標量 

被災者１人当たり１日３リットルを目標として供給し、応急復旧の進捗に合わせて順次給

水量を増加する。 

ウ．給水方法 

（ア）給水拠点における給水 

配水場を給水拠点として、給水を実施する。 

（イ）指定避難所、公共施設等への給水 

指定避難所や公共施設等に給水タンクを設置して、給水拠点から給水タンク車によ

る運搬給水を行う。 

（ウ）医療機関等への給水 

貯水槽等を備えている医療機関等へは、給水拠点から給水タンク車による運搬給水

を行う。 

（エ）県営水道の応急給水栓における給水 

仮設給水栓を設置して、給水袋、容器等への給水等を行う。 

（オ）耐震性緊急貯水槽における給水 

市内７か所に設置している緊急貯水槽を使用して、給水袋、容器等への給水等を行

う。 

 

（３）広 報 

情報収集部情報収集整理班を通じて、市の広報車や防災行政無線により給水場所や給

水時間を市民に広報するとともに、震災時における節水について周知する。 
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（４）応援要請 

市単独で十分な給水活動を実施することが困難な場合は、総合調整部本部班を通じて県、

他の市町村に応援を要請するほか、日本水道協会等に応援を要請する。 

県に要請する場合は、次の事項を可能な限り明らかにして行う。 

 

ア．給水を必要とする人員 

イ．給水を必要とする期間及び給水量 

ウ．給水する場所 

エ．必要な給水器具・浄水用薬品・水道用資材等の品目別数量 

オ．給水車両借り上げの場合は、その必要台数 

カ．その他必要な事項 

 

２．食糧の供給 

市民部市民班は、避難者、被災者等に対する食糧を確保し、炊き出しその他の方法によって

応急供給を実施するよう努める。 

 

（１）食糧供給の対象者 

ア．指定避難所に収容された者 

イ．在宅避難者 

ウ．旅行者、市内通過者等で他に食糧を得る手段のない者 

 

（２）必要量の把握 

食糧供給の対象者数から必要な数量を把握するとともに、指定避難所ごとの必要量も算

定し、供給計画を作成する。 

 

（３）食糧の確保 

食糧供給計画に基づき、市が保有する備蓄食糧や調達によって確保する。 

 

ア．災害用備蓄物資 

市が備蓄する食糧は、想定最大避難者数 23,000 人を基準として整備する。 

イ．調達食糧 

協定業者等から調達するとともに、流通状況に応じ、その他の業者からも調達する。 

また、市において食糧の調達が困難な場合は、総合調整部本部班を通じて、県や他の市

町村等に応援を要請する。 

なお、他の市町村や近畿農政局奈良県拠点、日本赤十字社奈良県支部に応援要請を

行った場合は、県に報告する。 
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ウ．要配慮者への配慮 

高齢者や病弱者、障がい者等には、必要に応じて、かゆ等の食べやすい食糧の供給を行

うほか、食物アレルギーを有する者の把握やアセスメント（対応について判断すること）の実

施に努める。 

また、乳幼児には、粉ミルク・液体ミルク（乳アレルギーに対応したものを含む。）の供給を

行うほか、食物アレルギー対応食品、介護食品等の要否を確認の上、必要に応じて調達す

る。 

 

（４）供給方法 

自治会や自主防災組織、ボランティア等の協力を得て、被災者に不安を抱かせないよう迅

速に食糧を供給する。 

なお、供給に当たっては、供給品目や数量等を明らかにし、被災者間に不公平が生じること

のないよう配慮する。 

また、備蓄分や米穀販売業者等からの調達では不足する場合は県に要請を行うが、県と

の間に連絡がつかない場合、農林水産省農産局長に対して直接に災害救助用米穀等の引

き渡しに関する情報を連絡する。この連絡を行った市長は、その旨を知事に連絡すると共に、

災害救助用米穀等の引渡要請書により要請を行う。 

 

（５）炊き出しの実施 

避難部避難所班と連携し、必要に応じて炊き出しを実施する。 

 

ア．炊き出しの方法 

（ア）炊き出しは、自治会や自主防災組織、ボランティア、自衛隊等の協力を得て実施する。 

（イ）炊き出しの実施については、避難状況、ライフライン復旧状況及び協力体制の整備状

況を勘案して決定する。 

（ウ）他団体等からの炊き出しの申入れについては、調整のうえ受入れる。 

イ．炊き出しの場所 

炊き出しは、指定避難所等の適当な場所において実施する。 

なお、調理施設がない、または利用できない場所においては、応急的な調理施設及び資

機材の確保に努める。 

 

３．生活必需品の供給 

救援部救援班は、被災者に対し、寝具や被服等の生活必需品を迅速かつ的確に供給するよ

う努める。 

 

（１）生活必需品供給の対象者 

住家に被害を受け、生活必需品を失い、必要最小限の日常生活を営むことが困難な者 
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（２）供給する生活必需品の内容 

被災者の実情に応じて、次に掲げる品目の範囲内において現物供給する。 

 

ア．被服、寝具及び身のまわり品 

イ．タオル、石けん等の日用品 

ウ．ほ乳瓶 

エ．衛生用品 

オ．炊事道具、食器類 

カ．光熱用品 

キ．医薬品等 

ク．高齢者・障がい者等用の介護機器、補装具、日常生活用品等 

 

（３）必要量の把握 

生活必需品供給の対象者数から必要な数量を把握するとともに、指定避難所ごとの必要

量も算定し、供給計画を作成する。 

 

（４）生活必需品の確保 

供給計画に基づき、市が保有する備蓄品や調達によって確保する。 

 

ア．災害用備蓄物資 

市は毛布、寝袋、おむつなどの物資を備蓄している。 

イ．調達品 

協定業者等から調達するとともに、流通状況に応じ、その他の卸売業者、小売販売業者

からも調達する。 

また、市において生活必需品の調達が困難な場合は、総合調整部本部班を通じて、県や

他の市町村等に応援を要請する。 

なお、他の市町村や日本赤十字社奈良県支部に応援要請を行った場合は、県に報告す

る。 

 

（５）供給方法 

自治会や自主防災組織、ボランティア等の協力を得て、被災者に不安を抱かせないよう迅

速に生活必需品を供給する。 

なお、供給に当たっては、供給品目や数量等を明らかにし、被災者間に不公平が生じること

のないよう配慮する。 
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第２節 防疫・保健衛生活動 

実施担当 救援班、本部班 

 

計画方針 

・被災地域における感染症・食中毒の予防及び被災者の心身両面での健康維

持のため、常に良好な衛生状態を保つように努めるとともに、健康状態を十分

把握し、必要な措置を講じる。 

 

１．防疫活動 

救援部救援班は、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」（平成 10

年法律 114号）及び「災害防疫実施要綱」（昭和 40年厚生省公衆衛生局長通知）に基づい

て、関係機関と緊密な連携をとりながら、防疫活動を実施する。 

 

（１）消 毒 

県（中和保健所）の指示により、感染症予防法第27条第２項及び第29条第２項に基づき、

感染症の患者がいた場所等の病原体に汚染されまたは汚染された疑いがある場所や、病原

体に汚染されまたは汚染された疑いがある飲食物や衣服、寝具その他の物件を消毒する。 

 

（２）そ族（ねずみ族）、昆虫等の駆除 

県（中和保健所）の指示により、感染症予防法第28条第２項に基づき、感染症の病原体

に汚染されまたは汚染された疑いがあるそ族（ねずみ族）や昆虫等を駆除する。 

 

（３）生活の用に供される水の使用制限等 

県が感染症の病原体に汚染されまたは汚染された疑いがあるとして、生活の用に供される

水の使用または供給を制限した場合は、感染症予防法第31条第２項に基づき、当該生活の

用に供される水の使用者に対し給水を実施する。 

 

（４）感染症の予防 

感染症を予防するため必要がある場合は、予防接種法及び新型インフルエンザ等対策特

別措置法に基づき、県に予防接種の実施を要請するとともに、県から指示があった場合は、臨

時に予防接種を行う。 

また、被災地域において感染症患者または病原体保有者が発生した場合は、直ちに県（中

和保健所）に通報するとともに、県が感染症指定医療機関への入院勧告または入院措置を

実施するので、県の指導によりその他の予防措置をとる。 
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なお、市は、学校施設等を利用して予防接種を行う場合は、管内の教育委員会等関係機

関と緊密な連携を図り実施する。 

 

（５）指定避難所等の防疫指導 

県防疫職員の指導のもとに、指定避難所等における防疫活動を実施し、施設の管理者を

通じて、うがい・手洗いの励行及びそれが困難な場合は、アルコール等での手指消毒の徹底

を期す。 

 

（６）応援要請 

市単独で防疫活動を実施することが困難な場合は、総合調整部本部班を通じて県（中和

保健所）に協力を要請する。 

 

（７）災害防疫完了後の措置 

災害防疫活動を終了した場合は、速やかに災害防疫完了報告書を作成し、総合調整部

本部班及び中和保健所を経て県に提出する。 

 

２．被災者の健康維持活動 

救援部救援班は県と協力して、被災者の健康状態、栄養状態を十分に把握するとともに、助

言、加療等、被災者の健康維持に必要な活動を実施する。 

 

（１）巡回相談等の実施 

ア．被災者の健康管理（医師等によるカルテやチェックシートの活用等）や生活環境の整備を

行うため、指定避難所、社会福祉施設及び応急仮設住宅等において、保健師等による巡

回相談、訪問指導、健康教育、健康チェック等を実施する。 

イ．被災者の栄養状況を把握し、早期に栄養状態を改善するため、栄養士会や在宅栄養士

等の協力を得て、指定避難所や応急仮設住宅、給食施設等において、巡回栄養相談を実

施する。 

ウ．経過観察中の在宅療養者要配慮者を把握し、適切な指導を行う。 

 

（２）精神障がい者対策及びメンタルヘルス対策 

被災した精神障がい者対策や被災者のメンタルヘルス対策については、中和保健所に情

報を提供し、支援を要請する。 

 



第 3編 地震災害応急対策計画 

第 3章 応急復旧期の活動 第 3節 ライフラインの確保 

3-94 

第３節 ライフラインの確保 

実施担当 上水道班、下水道班、本部班、情報収集整理班、関係事業者 

 

計画方針 ・震災により途絶したライフライン施設について速やかに復旧を進める。 

 

１．上水道施設 

（１）緊急対応段階 

地震発生直後に緊急点検、緊急調査を実施し、人的被害に繋がる二次災害の未然防止

と安全確保の緊急措置を行い、必要に応じて応急給水を実施する。 

なお、水質検査が必要な場合で、奈良広域水質検査センター組合とのアクセスが遮断され

た場合は、水質検査方法の確立及び人員の確保を図るものとする。 

 

（２）暫定機能確保段階 

応急復旧計画の立案に必要な一次調査を実施、応急復旧計画を作成して、暫定的に必

要な管路等の施設を回復するための応急復旧工事を行う。 

被災状況によっては協定に基づき、総合調整部本部班を通じて、他の水道事業体等に応

援を要請する。 

 

（３）機能確保段階 

応急復旧工事により暫定機能が確保された後に、必要に応じ二次調査を実施し、将来計

画も考慮に入れた本復旧工事を行う。 

 

２．下水道施設 

市民生活のために必要となる機能を優先的に回復させるとともに、被災した下水道施設の機

能回復を効率よく、かつ速やかに実施するため、下水道事業業務継続計画（下水道ＢＣＰ）を踏

まえて応急対策を実施する。 

 

（１）緊急対応段階 

緊急対応段階においては、限られた人数で短時間に重要な箇所を中心として施設の被災

状況の概略を調査し、以後の対応・復旧の方針を決めるための情報を得なければならない。 

このため、以下に示す対応により、人的被害につながる二次災害を誘発するおそれのある

箇所の発見と当面の安全措置を行う。 
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ア．緊急点検・調査、緊急措置 

地震発生直後に行う点検・調査であり、人的被害につながる二次災害の未然防止と安

全確保を目的とする。 

イ．データ類の保護措置 

台帳類（下水道台帳等）やバックアップ媒体などが損傷するおそれがある場合は、安全

な場所へ移動する。 

 

（２）暫定機能確保段階 

緊急調査及び必要に応じて緊急措置が行われた後に、調査範囲を広げより詳細な被害調

査を行うとともに、二次災害の防止等を目的とした応急復旧工事を行う。 

 

ア．一次調査 

緊急措置後、調査範囲を拡大し一次調査を実施する。 

なお、調査は迅速かつ的確に行う必要があるため、本市だけで対応できない場合は支

援組織や関係機関と協議・調整を図り対応する。 

イ．応急復旧 

マンホールポンプ施設の見回り・点検を踏まえ、必要に応じて応急復旧を実施する。 

また、総合調整部本部班及び避難部避難所班との連絡調整のうえ、マンホールトイレ使

用の必要性がある場合には対応する。 

汚水溢水の解消が必要な場合は、仮設ポンプ、仮設配管、備蓄資材等を駆使して応急

処置に努める。 

 

（３）機能確保段階 

応急復旧により暫定機能が確保され、地震後の混乱から本格的な生活、社会活動への復

帰が再開されるようとする時期であり、本復旧を実施するために必要な調査を行うとともに、

本復旧を行う。 

 

ア．二次調査 

一次調査の結果により、本復旧を必要とする場合において工法や数量を確定させるため

テレビカメラや、計測資料等により詳細な二次調査を実施する。 

イ．本復旧 

本復旧の実施にあたっては、将来計画や復興計画を考慮に入れ、他の災害関連先とも

調整の上、本復旧を実施する。 
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３．その他のライフライン 

電力、ガス、電気通信の措置及び復旧については、各社の応急復旧計画に基づき行う。 

市は、情報収集部情報収集整理班が情報（埋設物等の被害情報の共有を含む。）の収集を

行うとともに、復旧作業を効率的に行えるよう協力する。 

 

（１）電力施設 

電力事業者は、震災により電力設備被害が発生した場合、あらかじめ定める応急復旧計

画に基づき、災害応急体制を組織して、被災した電力施設の早期復旧を図る。 

 

ア．情報の収集・報告・集約 

イ．災害広報の実施 

ウ．応急対策要員の確保 

エ．応急復旧資材の確保 

オ．他電力会社との電力の緊急融通 

カ．送電停止等の適切な危険予防措置 

キ．応急工事の実施 

 

（２）ガス施設 

ガス事業者は、円滑な避難を確保するため、火災等の二次災害防止のための、利用者によ

るガス栓閉止等、必要な措置に関する広報の実施等、以下の対策を行う。 

 

ア．情報の収集、伝達及び報告 

イ．応急対策要員の確保 

ウ．災害広報の実施 

エ．危険防止対策の実施 

オ．応急復旧対策の実施 

 

（３）電気通信施設 

電気通信事業者は、震災が発生し、または発生のおそれのある場合には、震災の規模や状

況により災害対策本部等を設置し、災害応急復旧等を効率的に講じられるよう、防災関係機

関と密接な連携を保ち、応急復旧対策・災害復旧対策の活動を速やかに実施する。 

 

ア．災害対策本部等の設置 

イ．情報の収集・報告 

ウ．被害状況の把握及び応急対策要員等の確保 

エ．防護措置 

オ．災害状況等に関する広報活動体制 
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カ．応急復旧対策の実施 

キ．通信疎通に対する応急措置 

ク．通信の優先利用・利用制限 

ケ．災害用伝言ダイヤル等の提供 
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第４節 交通の機能確保 

実施担当 調査復旧班、施設管理者 

 

計画方針 

・地震が発生したときには、迅速な初動対応と利用者の安全確保のための対策

を講じるとともに、都市機能を確保するため、速やかに交通機能の維持・回復

に努める。 

 

１．障害物の除去 

鉄道及び道路管理者は、交通の支障となる障害物を除去し、除去した障害物については、各

管理者が責任をもって処理する。 

なお、道路の障害物等の除去については、道路法第 42 条の規定により行うが、除去の実

施に際しては関係機関に立会を求めるか、または撤去前後の写真を撮る等の対応を行う。 

また、放置車両等については、以下の措置を実施する。 

 

ア．道路管理者は、放置車両や立ち往生車両等が発生した場合に、緊急通行車両の通行を

確保するため緊急の必要があるときは、区間を指定して、運転者等に対し車両の移動等の

命令を行う。 

運転者がいない場合等においては、道路管理者が車両の移動等を行う。 

イ．道路管理者は、アの措置のため、やむを得ない事由があるときは、他人の土地の一時使用、

竹木その他の障害物を処分することができる。 

ウ．市は、知事からの指示等があった場合は、速やかにアの措置を実施する。 

 

２．各施設管理者における復旧 

（１）鉄道施設 

各鉄道施設管理者は、被災した鉄道施設について、鉄道機能の維持・回復を図るため、優

先順位の高い施設から応急復旧を行う。 

 

ア．線路、保安施設、通信施設など列車運行上重要な施設を優先して応急復旧を行うととも

に、被災状況、緊急度、復旧の難易度等を考慮して、段階的な応急復旧を行う。 

イ．被害状況によっては、他の鉄道管理者からの応援を受ける。 

ウ．運行状況、復旧状況、今後の見通しを関係機関に連絡するとともに、報道機関等を通じて

広報する。 
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（２）道路施設 

建設部調査復旧班及びその他の道路管理者は、被災した道路施設について、道路機能の

維持・回復を図るため、以下の事項に留意しつつ、優先順位の高い道路から応急復旧を行う。 

 

ア．被災状況、緊急性、復旧の難易度等を考慮し、市指定の緊急輸送道路を優先して応急

復旧を行うとともに、順次その他の道路の応急復旧を行う。 

なお、橋りょう、トンネルなど復旧に時間を要する箇所を含む道路は、代替道路の確保に

努める。 

イ．被害状況によっては、他の道路管理者からの応援を受ける。 

ウ．運行状況、復旧状況、今後の見通しを関係機関に連絡するとともに、報道機関等を通じて

広報する。 
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第５節 建築物・住宅応急対策 

実施担当 調査復旧班、総務班 

 

計画方針 

・被災者の住宅を確保するため、県と協力し速やかに被災住宅の応急修理及び

応急仮設住宅（※）の建設等の必要な措置を講じるとともに、公営住宅等の空

き家への一時入居措置や民間応急借上げ住宅の確保等に努める。 

 

（※）応急仮設住宅には、建設して供与する建設型応急住宅と、民間賃貸住宅等を借上げて

供与する賃貸型応急住宅がある。 

 

１．被災住宅の応急修理 

災害救助法が適用された場合、県は、住宅が半壊または半焼した者のうち自己の資力では

住宅の応急修理を実施できない者に対し、日常生活を維持するために必要な部分について、応

急修理を実施する。 

災害救助法が適用された場合でも県から要請があった場合や災害救助法が適用されない

場合は、市が必要に応じて住宅の応急修理を実施する。 

また、適切な管理のなされていない空き家等のうち、緊急に安全を確保する必要があるものに

対し、必要に応じて外壁等の飛散のおそれのある部分や、応急措置の支障となる空き家等の全

部または一部の除却等の必要最小限の措置を行う。 

 

２．住居障害物の除去 

（１）実施責任者 

災害救助法が適用された場合、県は、住宅が半壊または半焼した者のうち自己の資力で

は障害物の除去を実施できない者に対し、日常生活を維持するために必要な部分について、

障害物の除去を実施する。 

県（知事）から委任された場合は、市長が行う。 

なお、ボランティア、ＮＰＯ等の支援を得て住居障害物等の除去を進める場合には、社会福

祉協議会やＮＰＯ等と連携し、安全性や衛生管理を検討した上で、作業実施地区や作業内

容を調整、分担する等により、効率的に搬出を行うものとする。 

 

（２）除去方法 

災害発生後、速やかに被害状況を調査し、状況に応じて、市保有の機械器具を用い、また

は市内土木建設業者の協力を得て速やかに行う。 
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３．応急仮設住宅の建設 

（１）応急仮設住宅の建設主体 

災害救助法が適用された場合、県は、住宅が全壊、全焼し、住宅を確保できない者に対し、

応急仮設住宅を建設し供与する。（建設型応急住宅） 

県から要請があった場合は、建設部調査復旧班が建設する。 

 

（２）建設場所 

応急仮設住宅の建設場所は、総合調整部本部班があらかじめ定めた応急仮設住宅建設

予定地（高山台グラウンド、健民運動場、高塚地区公園、観正山近隣公園など）の中から選

定する。 

選定は、災害規模及び災害種別に応じ、保健衛生、交通、教育等を考慮し、公有地を優先

するが、やむを得ない場合は、所有者等と十分な協議を行い私有地を利用する。 

 

（３）建設戸数 

全焼、全壊戸数、震災の状況及び被災者の住宅建設能力等を考慮して、応急仮設住宅の

必要戸数を算定したうえで、県にその建設を要請する。 

 

（４）入居者の選定 

応急仮設住宅の入居者の選定については、県の委任により総務部総務班が選定する。 

なお、選定に当たっては、要配慮者を優先的に入居させる。 

 

４．公共住宅等への一時入居 

総務部総務班は、応急仮設住宅の建設状況に応じ、被災者の住宅を確保するため、市営住

宅・県営住宅等の空き家への一時入居の措置を講じる。 

 

５．住宅に関する相談窓口の設置等 

総務部総務班は、応急仮設住宅や空き家、融資等の住宅に関する相談や情報提供のため、

住宅相談窓口を設置する。 

また、民間賃貸住宅への被災者の円滑な入居を推進するため、被災の前後における家賃の

状況の継続的把握、貸主団体及び不動産関係団体への協力要請等の適切な措置を講じる。 
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第６節 農林関係応急対策 

実施担当 調査復旧班 

 

計画方針 
・震災が発生した場合、農林関係の被害拡大を防止するため、農林業に関する

応急対策を実施する。 

 

１．農業用施設 

農業用施設の被害の状況を早期に調査し、応急復旧を図る。 

 

ア．農業用施設の被害状況の早期把握に努めるとともに、被災施設や危険箇所に対する調

査を速やかに実施し、必要に応じ、県及び農業用施設管理者の協力を得て、応急措置を

講じる。 

イ．ため池、農道、水路等が被災した場合は、関係機関に連絡し、その協力を得て、応急措置

を講じる。 

ウ．資機材が不足する場合は、県に協力を要請する。 

 

２．農作物 

（１）災害対策技術の指導 

県及び奈良県農業協同組合と協力し、被害を最小限にくい止めるため、農家に対し、災害

対策技術の指導を行う。 

 

（２）種子もみ及び園芸種子の確保あっせん 

必要に応じて、県及び奈良県農業協同組合に対し、災害対策用種子もみ及び園芸種子の

あっせんを依頼し、その確保を図る。 

 

３．畜 産 

震災発生時に、急速にまん延するおそれがある家畜伝染病に対処するために、畜産関係団体、

家畜保健衛生所の協力を得て、伝染病の発生予防に万全を期すよう努める。 

さらに、国の防疫方針に基づき、県の指示に従って家畜伝染病のまん延を予防する。 

 

４．林産物 

県と協力して、倒木に対する措置等の技術指導を行うなど、林産物の被害の軽減に努める。 
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第７節 応急教育等 

実施担当 避難所班 

 

計画方針 

・地震が発生した場合、児童生徒の保護及び教育施設の保全の措置を講じる

とともに、地震による教育施設の被害及び児童生徒の罹災により、通常の教育

ができない場合の教育施設の応急復旧、並びに児童生徒に対する応急教育

等を、次のとおり実施する。 

 

１．園児・児童・生徒の安全確保 

幼稚園の園長、小・中学校の校長等は、震災の発生に際しては、以下のとおり行う。 

 

ア．在園・在校時間中に震災が発生した場合は、園児・児童・生徒の安全確保に全力をあげ

て取り組むとともに、園児・児童・生徒の安否、被災状況等を把握し、速やかに教育委員会

に連絡報告する。 

イ．通学園路の安全が確認された場合は、学校・園長の指示に従い、保護者への引き取りの

連絡、教職員の引率による集団下校園、その他の臨時下校園等の適切な措置をとる。 

ただし、園児・児童・生徒を下校園させることが危険であると認められるときは、学校・園

内に保護し、極力保護者への連絡に努める。 

ウ．夜間・休日等に震災が発生した場合は、教職員は災害状況に応じあらかじめ定める基準

に基づき所属の学校・園に参集し、園児・児童・生徒の安否確認（休学中の児童・生徒等

を含む。）を行うとともに、市が行う災害応急・復旧対策への協力、並びに応急教育の実施

及び校舎・園舎の管理のための体制の確立に努める。 

 

２．学校・園の応急対策 

避難部避難所班は、速やかに平常の教育活動ができるよう、施設管理者の協力のもと教育

施設の施設整備について必要限度の応急復旧を実施するとともに、代替校園舎を確保するな

ど必要な措置を講じる。 

 

ア．応急修理で使用できる場合は、速やかに修理のうえ使用する。 

イ．被害が甚大で応急修理では使用できない場合は、隣接の学校・園または公民館、その他

適当な公共施設を利用する。 

ウ．校舎・園舎の一部が使用できない場合は、特別教室や体育館等を活用する。 

なお、授業または施設利用に支障がある場合は、仮間仕切りや仮設トイレ等を設置する。 

エ．学校・園が指定避難所等に利用され、校舎・園舎の全部または大部分が長期間使用不
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可能と想定される場合には、他の公共施設等の指定避難所への転用も含め関係機関と協

議する。 

オ．学校機能の復旧と避難所としての用途の両立に向けて、学校と地域の自主防災組織等

が連携・協力できる体制を確立する。 

 

３．応急教育の実施 

避難部避難所班は、通常の授業が実施できない場合は、施設の応急復旧の状況等に応じて

応急教育を実施する。 

 

（１）応急教育の区分 

震災によって施設が損傷、若しくは指定避難所として使用され、通常の授業が実施できな

い場合は、施設の応急復旧の状況、教員・園児・児童・生徒及びその家族の罹災程度、避難

者の収容状況、交通機関・道路の復旧状況その他を勘案して、次の区分にしたがって応急教

育を実施する。 

 

ア．臨時休校 

イ．短縮授業 

ウ．二部授業 

エ．分散授業 

オ．複式授業 

カ．上記の併用授業 

 

（２）授業時間数の確保 

ア．休校、二部授業その他のために授業時間数の不足が考えられることから、できるだけ速や

かに平常授業を再開するなど、授業時間数の確保に努める。 

イ．長期にわたり休校となった場合は、児童や生徒に対して自宅学習を促すとともに、夏季休

業日を利用するなど、振替授業によって授業時間数の確保に努める。 

 

（３）教員の確保 

教員の被災等によって教員が不足し、通常の授業が実施できない場合は、次の方法をもっ

て教員の確保の応急措置を講じる。 

 

ア．不足教員が少ないときは、当該学校内で操作する。 

イ．当該学校内で操作できない場合は、市内の学校長に応援を要請する。 

ウ．それでもなお確保できない場合は、県に応援を要請する。 
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（４）危険防止 

被害状況に応じさらに、危険場所が予測される場合は、危険防止に関する指導の徹底を

図る。 

 

（５）転校・転園措置 

児童・生徒の転校・転園手続等の弾力的運用を図る。 

 

４．学校給食の実施 

被災した学校は、給食施設や設備、物資等に被害があった場合は、速やかに避難部避難所

班に報告し協議のうえ、給食活動の可否について決定するが、この場合、次の事項に留意する。 

なお、避難部避難所班は、関係機関と協議のうえ、学校給食用物資の供給対策を速やかに

講じる。 

 

ア．被害があってもできる限り継続実施に努めること。 

イ．震災時に給食施設が被災者用の炊き出しに利用された場合は、学校給食と被災者用炊

き出しとの調整に努めること。 

ウ．給食施設の被害によって実施困難な場合は、応急措置を施し、速やかに実施するよう努

めること。 

エ．被災地域においては、感染症発生のおそれが多いので、衛生については注意のうえ実施

すること。 

 

５．就学援助等 

避難部避難所は、被災によって就学が困難となり、または学資の支弁が困難となった児童・生

徒に対し援助するとともに、就学上支障のある児童・生徒に対しては、学用品を支給する。 

 

（１）就学援助等に関する措置 

被災によって就学が困難となり、または学費の支弁が困難となった市立学校の児童・生徒

に対し、就学援助費の支給について必要な措置を講じる。 

 

（２）学用品の支給 

災害救助法に基づき、就学上支障のある児童・生徒に対して、教科書、教材、文房具及び

通学用品を支給する。 
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６．園児・児童・生徒の健康管理等 

避難部避難所班は、被災した園児・児童・生徒の心と身体の健康管理を図るため、県及び中

和保健所と連携して、健康チェックや教職員、専門家等によるカウンセリング、電話相談等を実

施する。 

 

７．保育所等の措置 

保育所等の施設についても、上記の計画に準じて保育幼児の保護及び保育に十分に配慮す

る。 
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第８節 文化財災害応急対策 

実施担当 避難所班、施設所有者・管理者 

 

計画方針 

・文化財保護条例等で指定されている文化財の所有者または管理責任者との

協力のもと、被災状況を調査し、その結果を県に報告する。 

・県からの指示に基づき、被災文化財の被害拡大を防止するため、所有者また

は管理責任者に対し、応急措置を講じるよう指導・助言を行う。 

 

１．災害発生の通報 

ア．指定文化財の所有者または管理者は、震災が発生したときには、文化財の被害状況を直

ちに総合調整部本部班を通して、県へ通報する。 

イ．災害によって交通等が遮断され、被害確認が困難な場合には、所有者または管理者は、

総合調整部本部班または市教育委員会を通して、その旨を県に報告する。 

ウ．県は通報を受理したときは、国指定文化財については直ちにその旨を文化庁に通報する。 

エ．地方指定・未指定文化財については、独立行政法人国立文化財機構文化財防災セン

ターに報告する。 

 

２．被害状況の調査・復旧対策 

ア．県は、通報受理後、直ちに係員を現地に派遣し被害状況の把握に努め、国指定文化財に

ついては、その結果を文化庁に報告し、係員の派遣等必要な措置を求める。 

イ．現地調査の結果、二次災害の発生や、破損の進行、破損部位の滅失、散逸等の可能性が

あると判断された場合は、所有者及び管理者に応急措置を講じるよう指導する。ただし、国

指定文化財の応急措置については、文化庁へ実施した内容を報告する。 

ウ．県は、所有者及び管理者とともに、「文化財災害応急処置」により、被害状況の調査結果

をもとに、今後の復旧計画の作成を行う。ただし、国指定文化財については、文化庁の指導

を受ける。 

エ．地方指定・未指定文化財については、独立行政法人国立文化財機構文化財防災セン

ターの協力を適宜求める。 
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第９節 廃棄物の処理等 

実施担当 環境班、本部班 

 

計画方針 

・し尿、ごみ及びがれきについて、被災地の衛生状態の保持及び復旧活動を円

滑に促進するため、適切な処理を実施する。 

・計画的に処理を行うため、速やかに廃棄物の種類等を勘案し、発生量を把握

する。 

 

１．し尿処理 

市民部環境班は、被災地域の衛生状態の保持のため、仮設トイレを設置するとともに、し尿の

適切な収集・処理を実施する。 

また、関係業者等の被害状況を把握し、処理調整を行うための体制整備を図る。 

 

（１）初期対応 

ア．上下水道、電力等のライフラインの被害状況と復旧見込みを勘案し、指定避難所をはじめ

被災地域におけるし尿の収集処理見込み量及び仮設トイレの必要数を把握し、県に報告

する。 

（ア）し尿処理施設の被害状況と復旧見込みを把握する。 

（イ）避難所等の場所、避難人員、仮設トイレの必要数 

（ウ）倒壊・焼失家屋等の便槽及び避難所等の仮設トイレ等からのし尿の発生量予測 

（エ）上水道及び下水道等の被害状況、復旧見込み など 

イ．被災者の生活に支障が生じることのないように、要配慮者に配慮しつつ、速やかに仮設ト

イレを設置する。 

 

（２）仮設トイレの設置 

必要に応じ、関係業者と協力して仮設トイレの設置を行う。 

 

ア．仮設トイレ設置の基準 

仮設トイレを次の基準を目安として設置する。 

仮設トイレ設置基数：１基／100 人、災害発生直後の初動期は１基／250 人 

イ．仮設トイレの調達 

仮設トイレの必要数を確保するために、備蓄トイレを利用するほか、業界団体と早急に連

絡をとるとともに、総合調整部本部班を通じて県に協力を要請する。 
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ウ．仮設トイレの設置 

（ア）仮設トイレは、指定避難所等公共施設に優先的に設置する。 

（イ）公園等屋外で照明施設が必要な場合は、関係機関と協議のうえ、照明施設を設置す

る。 

（ウ）仮設トイレを設置する際には、地下浸透の防止対策を講じる。 

エ．設置期間 

上下水道施設の機能が復旧し、その必要がないと認められるまでの間とする。 

オ．仮設トイレの管理 

関係業者と協力のうえ、消毒剤、消臭剤及び散布機器を確保し、仮設トイレの衛生状態

を保つ。 

 

（３）処 理 

処理場の被害状況に応じて、し尿の収集・処理体制を確定する。 

 

（４）応援要請、被災地支援 

市単独でし尿の収集及び処理が困難な場合は、必要に応じ関係団体に応援を要請する。 

それでもなお不足する場合は、総合調整部本部班を通じて、県、他の市町村に応援を要請

する。 

要請を行う際は、次に掲げる事項を出来る限り速やかに県に報告する。 

 

ア．災害の発生日時、場所、し尿の発生状況（処理量、処理機関等） 

イ．支援を必要とする業務、人員、物資、車両、資機材等 

ウ．その他必要な事項 

エ．連絡責任者 

 

また、被災市町村を支援する場合は、その処理能力に応じて、可能な限り次に掲げる支援

を行うものとする。 

 

ア．し尿の処理（収集、運搬、処理等） 

イ．し尿の処理に必要な資機材等の提供 

ウ．し尿の処理に必要な職員等の派遣 

エ．その他し尿の処理に関し必要な行為 

 

２．ごみ処理 

市民部環境班は、被災地域の衛生状態の保持のため、ごみの適切な収集・処理を実施する。

このため、ごみ処理に特化した体制・指揮系統を確立する。 

また、関係業者等の被害状況を把握し、処理調整を行うための体制整備を図る。 



第 3編 地震災害応急対策計画 

第 3章 応急復旧期の活動 第 9節 廃棄物の処理等 

3-110 

 

（１）初期対応 

ア．指定避難所をはじめ被災地域におけるごみの収集処理見込み量を把握し、県に報告する。 

（ア）ごみ処理施設の被害状況と稼働見込み 

（イ）避難所等の場所、避難人員、ごみの発生量 など 

イ．ごみ処理施設の被害状況と復旧見込みを把握する。 

 

（２）処理活動 

ア．被災地の生活に支障が生じないように、ごみの収集処理を適切に行う。 

イ．市所有の車両のほか、必要に応じて業者等の車両を調達し、収集車両を確保する。 

ウ．必要に応じて、仮置場、一時保管場所を設置する。 

エ．防疫上、早期の収集が必要な腐敗性の高い生活ごみや浸水地域のごみは、迅速に収集

処理する。 

オ．消毒剤、消臭剤及び散布機器を確保し、仮置場、一時保管場所における衛生状態を保つ。 

 

（３）応援要請、被災地支援 

市単独でごみの収集及び処理が困難な場合は、必要に応じ関係団体に応援を要請する。 

それでもなお不足する場合は、総合調整部本部班を通じて、県、他の市町村に応援を要請

する。 

要請を行う際は、次に掲げる事項を出来る限り速やかに県に報告する。 

 

ア．災害の発生日時、場所、ごみの発生状況 

イ．支援を必要とするごみの場所、性状、処理量、処理期間等 

ウ．支援を必要とする業務、人員、物資、車両、資機材等 

エ．その他必要な事項 

オ．連絡責任者 

 

また、被災市町村を支援する場合は、その処理能力に応じて、可能な限り次に掲げる支援

を行うものとする。 

 

ア．ごみの処理（収集、運搬、破砕、焼却、埋立等） 

イ．ごみの処理に必要な資機材等の提供 

ウ．ごみの処理に必要な職員等の派遣 

エ．その他ごみの処理に関し必要な行為 

 

なお、ボランティアやＮＰＯ等の支援を得てごみ処理等を進める場合には、市社会福祉協議

会やＮＰＯ等と連携し、安全性や衛生管理を検討した上で、作業実施地区や作業内容を調

整・分担する等により、効率的にごみ等の搬出を行う。 
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３．がれき処理 

関係各部及び関係機関は、がれき処理に必要となる情報を把握し、応急対策を実施する。 

また、関係業者等の被害状況を把握し、処理調整を行うための体制整備を図る。 

 

（１）初期対応 

ア．処理を計画的に実施するため、倒壊・焼失家屋等の数及びがれき等の状況・発生量を把

握し、県に報告する。 

イ．がれきの選別・保管・焼却等のために長期間の仮置きが可能な場所を確保するとともに、

がれきの最終処分までの処理ルートを確保する。 

ウ．保管に際しては、火災発生の防止、作業時の安全確認等、仮置き場の適正な管理に配慮

する。 

 

（２）処理活動 

ア．がれき処理については、危険な物、道路通行上支障のある物等を優先的に収集・運搬す

る。 

イ．がれきの適正な分別・処理・処分を行うとともに、可能な限り木材やコンクリート等の分別

等を行い、リサイクルに努める。 

ウ．アスベスト等の有害な廃棄物の処理については、専門業者に委託する。 

エ．市民部環境班は、アスベスト等の有害物質による環境汚染の未然防止に努めるとともに、

市民及び作業者の健康管理及び安全管理に十分配慮するよう指導する。 

オ．震災により発生したがれき等の廃棄物の不適切な処理に伴う環境汚染を発見した場合

は、速やかに適切な処分及び処理を指導するとともに、総合調整部本部班を通じて県に報

告を行う。 

カ．損壊家屋の解体については、解体業者、産業廃棄物処理業者、建設業者等と連携して実

施する。 

 

（３）応援要請、被災地支援 

市単独でがれきの除去及び処理が困難な場合は、必要に応じ関係団体に応援を要請す

る。 

それでもなお不足する場合は、総合調整部本部班を通じて、県、他の市町村に応援を要請

する。また、廃棄物処理において、最終処分までの処理ルートが確保できない場合には、県に

対して応援を要請する。 

要請を行う際は、次に掲げる事項を出来る限り速やかに県に報告する。 

 

ア．災害の発生日時、場所、がれき等の発生状況 

イ．支援を必要とするがれき等の場所、性状、処理量、処理期間等 
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ウ．支援を必要とする業務、人員、物資、車両、資機材等 

エ．その他必要な事項 

オ．連絡責任者 

 

また、被災市町村を支援する場合は、その処理能力に応じて、可能な限り次に掲げる支援

を行うものとする。 

 

ア．がれき等の処理（収集、運搬、破砕、焼却、埋立等） 

イ．がれき等の処理に必要な資機材等の提供 

ウ．がれき等の処理に必要な職員等の派遣 

エ．その他がれき等の処理に関し必要な行為 

 

４．市民等への周知 

市民や片付け作業を行うボランティア等に対し、次の手段により災害廃棄物の排出方法・

ルール等について周知する。 

 

ア．市ホームページ、ＳＮＳ 

イ．広報紙 

ウ．回覧板 

エ．避難所での掲示 

オ．報道機関 等 
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第１０節 遺体の収容・処置・埋火葬等 

実施担当 環境班、本部班 

 

計画方針 
・警察等関係機関と連携のうえ、遺体の処置、埋火葬について、必要な措置をと

る。 

 

１．遺体の収容 

遺体を発見した場合、市民部環境班は所定の措置を講じたうえ、遺体収容所へ搬送し収容

する。 

また、市民及び自主防災組織は、行方不明者についての情報を市に提供するよう努めるもの

とする。 

 

（１）遺体を発見した場合の措置 

ア．遺体を発見した場合、発見者は速やかに警察に連絡する。 

イ．警察は、警察等が取り扱う死体の起因または身元の調査等に関する法律（平成 24 年法

律第 34 号）及び検視規則（昭和 33 年国家公安委員会規則第３号）並びに死体取扱規

則（平成 25 年国家公安委員会規則第４号）に基づき、遺体検視その他所要の処理を

行った後、関係者（遺族または市民部環境班）に引き渡す。 

 

（２）遺体の収容 

関係機関等の協力を得て、遺体収容所へ遺体を収容する。 

 

ア．遺体収容所の開設 

遺体収容所は、学校等の敷地、その他公共施設の中から災害状況に応じて選定し、適

宜施設管理者と協議して開設する。 

なお、遺体収容所を開設した場合、総合調整部本部班は関係機関に報告を行う。 

イ．収 容 

警察官の検視及び医師の検案を終えた遺体は、警察とその関係機関の協力を得て、速

やかに遺体収容所へ搬送し収容する。 

ただし、現場の状況等によって現場での検視や検案が困難な場合は、遺体収容所にお

いて行う。 

なお、大規模災害の発生時は十分に行えない可能性があるため、遺体の搬送等につい

て、県による調整結果に基づき、具体的に他市町村の各火葬場と打合せを行い、遺体を搬

送する。 
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２．遺体の処置 

ア．震災の際に死亡した者について、その遺族等が混乱期のため遺体の埋葬を行うための洗

浄、縫合、消毒の処置及び遺体の一時保存あるいは医師による検案を行うことができない

場合に、これら遺体の処置を実施する。 

イ．発見された遺体については、警察官の検視を経て、身分調書を作成したのち処理を行う。 

ウ．遺体の処置は、市民部環境班が警察官、医師等の協力を得て行う。 

 

３．遺体の埋葬 

市民部環境班は、本部長の指示のもと、遺族が混乱期のため資力の有無にかかわらず埋葬

を行うことが困難な場合、または死亡した者の遺族がない場合（身元の判明しない者を含む）に、

下記の埋葬方法に基づき遺体の埋葬を実施する。 

 

ア．遺体は、原則として火葬により実施する。 

イ．身元不明の遺体及び身元の引取りのない遺体については、警察その他関係機関に連絡

し、その調査に当たるとともに、遺体処理台帳及び遺品を保存したうえで、火葬により埋葬

を行う。 

 なお、遺骨及び遺品等を市または寺院等に依頼して保存する。 

ウ．火葬場の稼働状況、ひつぎの確保状況等関連する情報を広域的かつ速やかに収集し、ひ

つぎの調達、遺体搬送の手配等を実施する。 

エ．遺体の火葬、遺族等に対するひつぎ、骨つぼ等の支給等、必要な措置を講じる。 

オ．火葬相談室等の設置により、遺体の火葬等の円滑な実施に努める。 

 

４．応援要請 

市は、遺体の捜索・処置・火葬等について、市のみでは対応できないときは、次の事項を示し

て県に応援を要請する。 

 

ア．捜索・処置・火葬等の区別及びそれぞれの対象人員 

イ．捜索地域 

ウ．火葬等施設の使用可否 

エ．必要な搬送車両の数 

オ．遺体の処置に必要な機材・資材の品目別数量 
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第１１節 ボランティア等の自発的支援の受入れ 

実施担当 救援班、本部班、総務班、要員班 

 

計画方針 
・震災に際して市内外から寄せられる支援申入れに対して、関係機関と連携を

密にし、適切に対処するよう努める。 

 

１．ボランティアの受入れ 

救援部救援班は、市社会福祉協議会と連携して市災害ボランティアセンターを設置し、県災

害ボランティア本部と連携・協働して被災者（地）支援を行う。 

また、県や日本赤十字社奈良県支部、県社会福祉協議会、その他ボランティア活動推進機関

と相互に協力・連携し、ボランティアが被災者のニーズに応えて円滑に活動できるよう適切に対

処する。 

さらに、必要に応じて全国域で活動する災害中間支援組織（ボランティア団体・ＮＰＯ等の活

動支援やこれらの異なる組織の活動調整を行う組織）とも連携し、災害の状況やボランティア活

動等に関する最新の情報を共有する場を設置するなど、被災者のニーズや支援活動の全体像

を関係者と積極的に共有する。 

また、災害の状況及びボランティアの活動予定を踏まえ、片付けごみなどの収集運搬を行うよ

う努める。 

これらの取組により、連携のとれた支援活動を展開するよう努めるとともに、ボランティアの活

動環境について配慮する。 

 

（１）受入窓口の開設 

市は、市社会福祉協議会と連携し、市災害ボランティアセンターを設置し、災害ボランティア

に関する調整支援の窓口を開設する。 

なお、県から事務の委任を受け、共助のボランティア活動と地方公共団体の実施する救助

の調整事務を、社会福祉協議会等が設置する災害ボランティアセンターへ委託する場合には、

当該事務に必要な人件費及び旅費を災害救助法の国庫負担の対象とすることができる。 

 

（２）ボランティアの確保 

市は、災害等により多数のボランティアが必要となった場合、災害ボランティアセンターの

ホー厶ページ、ＳＮＳを活用してボランティアの活動募集し、活動予約を受け付ける。 

 

（３）活動拠点の提供 

市は、市社会福祉協議会と協議し、市災害ボランティアセンター設置場所の確保に努める。 
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なお、総合福祉センターに市災害ボランティアセンターを設置する場合は、同センターが避

難所の機能を受け持つ施設であることから、必要とするお互いのスペースの調整を図り、ボラ

ンティア活動に必要な場所を確保するとともに、ボランティア関係団体への情報の提供に努め

る。 

 

（４）情報収集・情報提供 

被害に関する情報、避難所の状況、ライフライン・公共交通機関の状況、災害廃棄物の分

別・排出方法等、ボランティア活動に必要な情報は、市災害ボランティアセンターに提供し、ボ

ランティアへの広報・周知を図る。 

また、県及び市社会福祉協議会と協働し、災害時の被災地情報や支援の状況を把握し速

やかに発信するため、ホームページ、ＳＮＳ等の活用を図る。 

 

２．義援金・救援物資の受入れ及び配分 

総務部総務班は、寄託された義援金の受入れ及び配分を行う。 

 

（１）義援金・救援物資の募集 

テレビやラジオ、新聞等の報道機関や金融機関の協力を得るとともに、地域の自治会や各

種団体を通じて、義援金・救援物資の募集を呼びかける。 

 

（２）義援金の受入れ及び配分 

ア．受入れ 

義援金の受入窓口を開設し、受入業務を行う。 

イ．配 分 

（ア）義援金の配分については、義援金配分委員会を設置し、配分方法や伝達方法等を協

議のうえ決定する。 

（イ）定められた方針、所定の手続を経て被災者に情報を提供し、配分する。 

 

（３）救援物資の受入れ及び配分 

救援部救援班は、救援物資の受入れ及び配分を行う。 

 

ア．受入れ 

（ア）市役所等に救援物資の受入窓口を開設し運営を行う。 

（イ）仕分作業がスムーズに行えるよう受入品目を限定し、荷物には物資の内容や数量等の

必要事項を記入する。 

（ウ）救援物資の申し出があった場合は、次のことを要請する。 

・救援物資は荷物を開閉することなく、物資名や数量がわかるように表示すること 



第 3編 地震災害応急対策計画 

第 3章 応急復旧期の活動 第 11 節 ボランティア等の自発的支援の受入れ 

3-117 

・複数の品目を混包しないこと 

・腐敗する食糧は避けること 

イ．救援物資の配分 

救援物資の配分については要配慮者を優先する。 

ウ．救援物資の搬送 

（ア）県及びその他の市町村等からの物資は、あらかじめ定めた一時集積所に受入れ、仕分

けのうえ各指定避難所へ搬送する。 

（イ）搬送は、ボランティア等の協力を得て実施する。 

 

３．海外からの支援の受入れ 

総合調整部本部班及び情報収集部要員班は、海外からの支援について、国が作成する受入

計画に基づき、必要な措置を講じる。 

 

（１）連絡調整 

ア．海外からの支援については基本的に国において推進されることから、県と連携して十分な

連絡調整を図りながら対応する。 

イ．海外からの支援が予想される場合は、県と連携して、あらかじめ国に被災状況の概要や想

定されるニーズを連絡するとともに、国からの照会に迅速に対応する。 

 

（２）支援の受入れ 

ア．次のことを確認のうえ、受入準備を行う。 

（ア）支援内容、到着予定日時、場所、活動日程等 

（イ）被災地域のニーズと受入体制 

イ．海外からの支援の受入れに当たっては、極力自力で活動するよう要請するが、必要に応じ

て次のことを行う。 

（ア）案内者、通訳等の確保 

（イ）活動拠点、宿泊場所等の確保 
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第１２節 社会秩序の維持 

実施担当 情報収集整理班、本部班 

 

計画方針 
・地震発生に際して被災地域における社会的な混乱や心理的動揺を防止し、か

つ社会秩序の維持を図るための措置を講じる。 

 

１．市民への呼びかけ 

情報収集部情報収集整理班及び県は、各種の応急対策の推進、実情周知による人心の安

定、さらには、復興意欲の高揚を図るため、被害の状況や応急・復旧対策に関する情報を積極

的に市民に提供するとともに、混乱に乗じた犯罪への注意や根拠の無い噂や誤った情報等に惑

わされないこと、秩序ある行動をとるよう呼びかけを行う。 

また、災害発生後は犯罪増加の可能性があることから、市民・自治会・自警団及び警察の連

携体制を整備する。 

 

２．警備活動 

総合調整部本部班は、香芝警察署等との密接な連絡協力を行い、公共の安全と秩序を維持

するため、犯罪防止対策を重点として警備活動を実施するよう要請する。 

また、情報収集部情報収集整理班は、災害広報を通じて、市民に自主防犯の注意、指導を行

う。 

 

３．警戒活動の強化 

香芝警察署は、被災地及びその周辺において、独自に、または自主防災組織と連携し、パト

ロール及び生活の安全に関する情報等の提供を行い、地域の安全確保に努めるとともに、被災

地に限らず、災害に便乗した犯罪の取締り及び被害防止、市民に対する適切な情報提供を行う

など、社会的混乱の抑制に努める。 
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第１３節 愛がん動物の収容対策 

実施担当 環境班 

 

計画方針 
・震災で被災、放置された愛がん動物（ペット）の動物保護管理活動を行うた

め、県、獣医師会、動物愛護団体等と連携し、支援を行う。 

 

１．放浪犬猫の保護収容 

震災後、被災により放浪する犬猫について、県、獣医師会、動物愛護団体等と協議し、放浪犬

猫を保護収容する場所の確保及び保護収容に努める。 

また、必要に応じ関係団体に支援を行う。 

 

２．指定避難所における適正な飼育と情報提供 

飼い主とともに避難した動物の飼育については、適正な指導を行うなど、動物の愛護及び環

境衛生の維持に努める。 

愛がん動物（ペット）は基本的にいずれの指定避難所でも受け入れを行うが、避難所の居室

スペースには愛がん動物（ペット）の持ち込みは行わず、敷地内に（愛がん動物）ペット収容のた

めのスペースを確保する。その際、飼い主は檻や餌などを避難所生活に必要となる物品を持参

する。 

また、県、獣医師会、動物愛護団体等と連携し、指定避難所における愛がん動物の情報等を

提供する。 

 

３．愛がん動物飼養者の責務 

愛がん動物（ペット）等の飼養者は、避難する際は、動物の同行と適切な管理に努める。 

また、自身の動物が保護収容された場合は、長期にわたり放置することなく、可能な限り早期

に引き取り、または適正に飼養できる者に譲渡する等、飼養者の責務を全うするよう努める。 
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第１４節 災害緊急事態の布告及び特定大規模災害の指定 

実施担当 本部班 

 

計画方針 

・内閣総理大臣より災害緊急事態の布告があつたときは、市民に対し、必要な

範囲において、市民生活との関連性が高い物資又は経済上重要な物資をみだ

りに購入しないことなど、必要な協力に応じられるように関係事項の周知に努

めるともに必要な特例措置を講ずる。 

 

非常災害が発生し、かつ、当該災害が国の経済及び公共の福祉に重大な影響を及ぼすべき

異常かつ激甚なものである場合において、当該災害に係る災害応急対策を推進し、国の経済

の秩序を維持し、その他当該災害に係る重要な課題に対応するため特別な必要があると認め

るとき、内閣総理大臣は、関係地域の全部または一部について災害緊急事態の布告を発すると

ともに、内閣総理大臣を本部長とする緊急非常災害対策本部を設置する。（平成 25 年 6 月改

正災害対策基本法） 

内閣総理大臣により、香芝市の地域に関して災害緊急事態の布告があった時は、災害対策

基本法第 86 条の２から第 86 条の５までの特例措置を可及的速やかに講ずることができるよ

うにするため、当該災害により現実に発生している個別具体的な状況を確認せずとも、被災地に

おいて甚大な被害が当然生じているものとみなして、「特定大規模災害」の指定、及びこれらの

特例措置が自動的に適用される。 

 

災害対策基本法第 86 条の２から第 86 条の５までの特例措置のあらまし 

１.避難所及び応急仮設住宅における特例（第 86 条の２） 

政令で定める区域及び期間において、消防法第 17 条の規定（建築物の工事施工に関す

る消防長または消防署長の同意）は、適用しない。ただし、消防設備、消防用水及び消火活

動上必要な施設の設置及び維持に関する基準を定め、その他避難所及び応急仮設住宅に

おける災害防止、公共の安全確保のために必要な措置を講ずること。 

２.臨時の医療施設に関する特例（第 86 条の３） 

政令で定める区域及び期間において、医療法第４章の規定（病院、診療所及び助産所の

開設、管理に関する国、都道府県等への届出、許可等）は、適用しない。 

３.埋葬及び火葬の特例（第 86 条の４） 

厚生労働大臣の定める期間に限り、墓地、埋葬等に関する法律第５条（市町村長による許

可）及び第 14 条（許可証受理後の埋葬、火葬または収蔵）に規定する手続の特例を定める

ことができる。 

４.廃棄物処理の特例（第 86 条の５） 

環境大臣は期間を限り、廃棄物処理特例地域を指定するとともに、廃棄物処理特例基準

を公布し、廃棄物処理の迅速化を図ることができる。 

 
 


